
資料6－3

高梁川直轄河川改修事業

高梁川直轄河川改修事業（小田川合流点付替え）



河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 高梁川

たかはしがわ

直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 高梁川
たかはしがわ

直轄管理区間 

該 当 基 準 
社会情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要性が生じた事業 

（河川整備計画変更） 

事  業  諸  元 
築堤・河道掘削、支川小田川の合流点付替え等 

管理延長 高梁川L＝26.5km、小田川L=7.9km、派川L=2.0km 

事  業  期  間 
高梁川直轄河川改修事業（整備期間30年）：平成23年度～平成52年度 

当面想定している事業 （整備期間 7年）：平成29年度～平成35年度 

総 事 業 費 (億円) 
(整備期間30年)   約846 

(整備期間 7年)   約232 
残 事 業 費 (億円) (整備期間24年)   約700 

目 的 ・ 必 要 性 

・高梁川及び小田川は下流部の低平地に人口と資産の集中する倉敷市街地を控え、ま

た小田川は高梁川からの背水影響により、過去幾多の甚大な被害が発生してきた。

昭和年代に入ってからも、昭和9年9月洪水、昭和20年9月洪水、戦後最大の被害を与

えた昭和47年7月洪水等により、甚大な被害が発生している。 

・高梁川下流部は岡山県西部地域における行政、経済の中心的役割を担っているが、

洪水時の水位が高いことから、ひとたび、堤防が決壊した場合には氾濫域が広範囲

に及び、被害は甚大なものとなる。このため、高梁川水系河川整備計画で定めた目

標に向け、上下流のバランス等を踏まえた河川改修事業を実施する必要がある。 

 

（洪水実績） 

・昭和47年7月洪水：家屋浸水戸数 約7,300戸 

・昭和51年9月洪水：家屋浸水戸数 約2,600戸 

※高梁川水系全体の浸水戸数 

 

（災害発生時の影響：浸水想定区域内） 

○ 浸水世帯数   ：約125,636 世帯 

○ 浸水面積    ：約 17,308ha 

○ 重要な公共施設等：ＪＲ山陽新幹線、ＪＲ山陽本線、JR伯備線、山陽自動車道、

国道2号、国道430号、倉敷市役所、総社市役所、早島町役場、

水島警察署、倉敷警察署、総社警察署、倉敷市消防本部、総

社市消防本部、小・中学校、高等学校 など 

○ 要配慮者利用施設：倉敷中央病院、水島中央病院 など 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数 3,762 世帯（当面想定している事業 221 世帯） 

年平均浸水軽減面積   575 ha （当面想定している事業  18 ha ） 

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 
全体事業 総便益 17,677 総費用 632 27.9 17,044 61% H28 

残事業 総便益 15,424 総費用 462 33.3 14,961 60% H28 

感 度 分 析  

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％ ～-10％） 30.5 ～ 36.8 26.1 ～ 30.0 

残 工 期（+10％ ～-10％） 33.3 ～ 33.8 27.8 ～ 28.3 

資  産（-10％ ～+10％） 30.1 ～ 36.6 25.2 ～ 30.6 

当面の段階的な整備（H29～H35）：B/C＝10.6 

事 業 の 効 果 等 

・当該事業を実施することにより、S47.7規模の洪水に対して、浸水被害を防止 

浸水世帯数  27,064 世帯 ⇒      0 世帯 
浸水面積    4,766 ha   ⇒      0 ha 

被害額    11,373億円 ⇒      0 億円 
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社会経済情勢等の 

変化 

〈地域状況〉 

・倉敷大橋、新総社大橋が平成28年に供用開始、倉敷みなと大橋が平成29年に供用

開始となり、利便性が増して今後さらに宅地化が進む可能性がある。また、一般

国道２号倉敷立体が建設中であり、岡山県西部地域における行政、経済の中心地

としてさらなる発展が望まれている。 
・近年でもH10.10、H18.7、H23.9等の洪水被害を受けており、沿川の関係市は「高

梁川改修促進協議会」を組織し、治水対策の促進を強く要望している。 

 

〈社会情勢変化〉 

・南海トラフ巨大地震の想定、施設の能力を上回る洪水への対応等、河川を取り巻

く社会情勢の変化を反映し、平成29年6月26日河川整備計画を変更した。 
 
〈事業に関わる地域の人口、資産等の変化〉 
【主要自治体（倉敷市）指標】 
○人  口 ：1.00倍（483,970人/482,456人）   〈H28数値/H25数値〉 

 高齢化率 ：1.09倍（25.8％/23.7％）      〈   〃    〉 

○世 帯 数 ：1.03倍（204,373世帯/198,936世帯） 〈   〃    〉 

○事 業 所 ：0.93倍（18,612事業所/20,014事業所）〈H24数値/H21数値〉 

○従 業 者 ：0.91倍（202,999人/222,309人）   〈   〃    〉 
 
【主要自治体（総社市）指標】 
○人  口 ：1.01倍（67,992人/67,637人）    〈H28数値/H25数値〉 

 高齢化率 ：1.09倍（26.9％/24.8％）      〈   〃    〉 

○世 帯 数 ：1.04倍（26,042世帯/25,061世帯）  〈   〃    〉 

○事 業 所 ：0.94倍（2,066事業所/2,203事業所） 〈H24数値/H21数値〉 

○従 業 者 ：0.89倍（23,468人/26,250人）    〈   〃    〉 
 
（出典）人口・世帯数  ：岡山県統計データ（H25、H28） 

事業所・従業者数：経済センサス（H21、H24） 

事業の進捗状況 

・平成22年10月14日高梁川水系河川整備計画（国管理区間）策定。平成29年6月26
日高梁川河川整備計画（国管理区間）を変更。 

・河川整備計画対象期間概ね30年（平成23年度～平成52年度）を目標に事業を遂行。

残事業期間は24年（平成29年度～平成52年度）。当面整備事業期間は7年（平成

29年度～平成35年度）。 
・現在、高梁川本川下流域における高潮堤、堤防補強工事を実施中。小田川合流点

付替えについては平成26年度に事業着手しており、早期完成への要望は強い。 

事業の進捗の 

見込み 

・関係機関や地域からの要望、協力体制も構築されていることから、今後も円滑な

事業進捗が見込まれる。 
・鶴新田・乙島地先の高潮堤整備、片島・西原・船穂地先、古地地先の堤防補強を

実施しており、順調に進捗している。また、小田川合流点付替えについては、平
成26年度に事業着手し、関係機関と協力連携し地元調整等を行っている。 

コスト縮減や代 
替案立案等の可 

能性 

・新技術・新工法を活用するとともに、掘削箇所で発生する掘削土について関係機
関等との事業調整や有効利用を図り、コスト縮減に努める。 

対応方針 継続 

対応方針理由 

・上述より、高梁川直轄河川改修事業については、治水安全度向上の必要性、費用

対効果、地元の協力体制等の観点から事業実施が妥当。 
・今後の詳細な設計段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも

配慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

その他 － 
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河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 高梁川

たかはしがわ

直轄河川改修事業（小田川
お だ が わ

合流点付替え） 

実  施  箇  所 高梁川
たかはしがわ

水系小田川
お だ が わ

 岡山県倉敷市 

該 当 基 準 
社会情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要性が生じた事業 

（河川整備計画変更） 

事  業  諸  元 
支川小田川の合流点付替え 

放水路：L=3.4km 

事  業  期  間 平成26年度～平成40年度 

総 事 業 費 (億円) 約280 残 事 業 費 (億円) 約261 

目 的 ・ 必 要 性 

・高梁川及び小田川は下流部の低平地に人口と資産の集中する倉敷市街地を控え、ま

た小田川は高梁川からの背水影響により、過去幾多の甚大な被害が発生してきた。

昭和年代に入ってからも、戦後最大の被害を与えた昭和47年7月洪水、昭和51年9月

洪水等により、甚大な被害が発生している。 

・小田川沿川では幹線道路の改良や鉄道の開業などに伴い、宅地化が進んでおり、被

害ポテンシャルは増大している。このため、小田川合流点付替えによる洪水対策は

地域の悲願であり早期に対策を実施する必要がある。 

 

（洪水実績） 

・昭和47年7月洪水：家屋浸水戸数 約1,700戸 

・昭和51年9月洪水：家屋浸水戸数 約1,800戸 

 ※小田川全体の浸水戸数 

 

（災害発生時の影響：浸水想定区域内） 

○ 浸水世帯数   ：約  3,679 世帯 

○ 浸水面積    ：約  1,267 ha 

○ 重要な公共施設等：井原鉄道（第3セクター）、国道486号、倉敷市役所真備支所、

小・中学校、高等学校 など 

○ 要配慮者利用施設：総合病院、大型介護保健施設 など 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減戸数 297 世帯 

年平均浸水軽減面積  78 ha 

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 
全体事業 総便益 1,670 総費用 221 7.5 1,449 16% H28 

残事業 総便益 1,669 総費用 202 8.2 1,467 17% H28 

感 度 分 析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％ ～-10％） 7.5 ～ 9.1 6.9 ～ 8.2 

残 工 期（+10％ ～-10％） 8.0 ～ 8.4 7.3 ～ 7.7 

資  産（-10％ ～+10％） 7.4 ～ 9.0 6.8 ～ 8.2 

事 業 の 効 果 等 

・当該事業を実施することにより、S47.7規模の洪水に対して、小田川沿川の浸水被害

を防止 

浸水戸数     3,545 世帯   ⇒      0 世帯 

浸水面積      808 ha    ⇒      0 ha 
被害額     1,678 億円  ⇒      0 億円 

- 3 -



 

社会経済情勢等の 

変化 

〈地域状況〉 

・倉敷大橋、新総社大橋が平成28年に供用開始、倉敷みなと大橋が平成29年に供用

開始となり、利便性が増して今後さらに宅地化が進む可能性がある。 
・近年でもH10.10、H18.7、H23.9洪水等の洪水被害を受けており、沿川の関係市は

「高梁川改修促進協議会」を組織し、治水対策の促進を強く要望している。 
 
〈事業に関わる地域の人口、資産等の変化〉 
【主要自治体（倉敷市）指標】 
○人  口 ：1.00倍（483,970人/482,456人）   〈H28数値/H25数値〉 

 高齢化率 ：1.09倍（25.8％/23.7％）      〈   〃    〉 

○世 帯 数 ：1.03倍（204,373世帯/198,936世帯） 〈   〃    〉 

○事 業 所 ：0.93倍（18,612事業所/20,014事業所）〈H24数値/H21数値〉 

○従 業 者 ：0.91倍（202,999人/222,309人）   〈   〃    〉 
 
【主要自治体（総社市）指標】 
○人  口 ：1.01倍（67,992人/67,637人）    〈H28数値/H25数値〉 

 高齢化率 ：1.09倍（26.9％/24.8％）      〈   〃    〉 

○世 帯 数 ：1.04倍（26,042世帯/25,061世帯）  〈   〃    〉 

○事 業 所 ：0.94倍（2,066事業所/2,203事業所） 〈H24数値/H21数値〉 

○従 業 者 ：0.89倍（23,468人/26,250人）    〈   〃    〉 
 
（出典）人口・世帯数  ：岡山県統計データ（H25、H28） 

事業所・従業者数：経済センサス（H21、H24） 

事業の進捗状況 

・平成22年10月14日高梁川水系河川整備計画（国管理区間）策定。平成29年6月26

日高梁川河川整備計画（国管理区間）を変更。 

・整備期間概ね15年（平成26年度～平成40年度）を目標に事業を遂行。 

・平成26年度より事業着手し、関係機関と協力連携し地元調整等を行っている。

事業の進捗の 

見込み 

・小田川付替え事業で影響を受ける柳井原地区では、地元住民代表者が「小田川放

流対策協議会」を設立し、国との協議を組織的に行っている状況である。 

・関係機関や地域からの要望、協力体制も構築されていることから、今後も円滑な

事業進捗が見込まれる。 
コスト縮減や代 
替案立案等の可 

能性 

・新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等との事業調整、建設発生土の有

効利用を図り、コスト縮減に努める。 

対応方針 継続 

対応方針理由 

・上述より、小田川合流点付替えについては、治水安全度向上の必要性、費用対効

果、地元の協力体制等の観点から事業実施が妥当。 
・今後の詳細な設計段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも

配慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

その他 － 
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る
川
幅
に
関
す
る
事
項

・
主
要
な
地
点
の
流
水
の
正
常
な
機
能
を
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
流
量
に
関
す
る
事
項

内 容 手 続 等

１
．
河
川
整
備
の
目
標
に
関
す
る
事
項

２
．
河
川
の
整
備
の
実
施
に
関
す
る
事
項

・
河
川
工
事
の
目
的
、
種
類
及
び
実
施
の
場
所
、
設
置
さ
れ
る
河
川
管
理
施
設
の
機
能
の

概
要

・
維
持
の
目
的
、
種
類
及
び
実
施
の
場
所

河
川
整
備
基
本
方
針

(案
)の

作
成

河
川
整
備
基
本
方
針

の
作
成
・
公
表

社
会
資
本
整
備
審
議
会

（
一
級
水
系
）

都
道
府
県
河
川
審
議
会
※

（
二
級
水
系
）

※
都
道
府
県
河
川
審
議
会
が
あ
る
場
合

国
土
交
通
大
臣

が
策
定

水
系
毎
に
策
定

原
案

河
川
整
備

計
画
の

決
定
・

公
表

学
識
経
験
者
の
意
見
聴
取

公
聴
会
の
開
催
等
関
係
住
民
の
意
見

を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置

地
方
公
共
団
体
の
長
の
意
見
聴
取

意
見

一
連
の
河
川
整
備
の
効
果
が
発
現
す
る
単
位

・
一
級
河
川
の
指
定
区
間
外
は
、
水
系
毎

・
一
級
河
川
の
指
定
区
間
は
、
水
系
毎
又

は
本
川
及
び
一
次
支
川
の
流
域
毎

・
二
級
河
川
は
概
ね
水
系
毎

地
方
整
備
局
長
等

ま
た
は

都
道
府
県
知
事

が
策
定

河
川

整
備
計
画

(案
)

の
決

定

河
川

整
備

基
本

方
針

と
河

川
整

備
計

画

※
河

川
法
第
十

六
条
の

二
７

項
に

よ
り

、
第
三

項
か
ら

前
項
ま

で
の
規

定
は

,河
川

整
備

計
画

の
変
更

に
つ
い

て
準
用

す
る

.
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国
土

交
通

省
所

管
公

共
事

業
の

再
評

価
実

施
要

領

第
４

再
評
価
の
実
施
及
び
結
果
等
の
公
表
及
び
関
係
資
料
の
保
存

１
再
評
価
の
実
施
手
続

(
4
)

河
川
事
業
、
ダ
ム
事
業
に
つ
い
て
は
、
河
川
法
に
基
づ
き
、
学
識
経
験
者
等
か
ら
構
成
さ
れ
る
委
員

会
等
で
の
審
議
を
経
て
、
河
川
整
備
計
画
の
策
定
・
変
更
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
再
評
価
の
手
続
き
が

行
わ
れ
た
も
の
と
し
て
位
置
付
け
る
も
の
と
す
る
。

第
５

再
評
価
の
手
法

４
対
応
方
針
又
は
対
応
方
針
（
案
）
決
定
の
考
え
方

④
河
川
事
業
、
ダ
ム
事
業
に
つ
い
て
は
、
河
川
整
備
計
画
の
策
定
・
変
更
に
あ
た
り
、
学
識
経
験
者
等

か
ら
構
成
さ
れ
る
委
員
会
が
設
置
さ
れ
、
審
議
中
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
審
議
状
況
を
踏
ま
え
て
、

当
面
の
事
業
の
対
応
方
針
に
つ
い
て
判
断
す
る
も
の
と
す
る
。

河
川

及
び

ダ
ム

事
業

の
再

評
価

実
施

要
領

細
目

第
６

事
業
評
価
監
視
委
員
会

実
施
要
領
第
４
の
１
（
４
）
又
は
第
６
の
６
の
規
定
に
基
づ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の

結
果
を
事
業
評
価
監
視
委
員
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

河
川

整
備

計
画

と
事

業
評

価
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氏
名

職
名

専
門

分
野

阿
部

宏
史

（
あ

べ
ひ

ろ
ふ

み
）

岡
山

大
学

理
事

・
副

学
長

都
市

・
地

域
計

画
学

宇
佐

美
英

司
（
う

さ
み

え
い

じ
）

岡
山

弁
護

士
会

法
律

岡
山

一
郎

(お
か

や
ま

い
ち

ろ
う

)
山

陽
新

聞
社

編
集

局
編

集
委

員
室

長
（
論

説
委

員
兼

務
）

地
域

振
興

永
井

明
博

（
な

が
い

あ
き

ひ
ろ

）
岡

山
大

学
名

誉
教

授
流

域
水

文
学

名
合

宏
之

（
な

ご
う

ひ
ろ

し
）

岡
山

大
学

名
誉

教
授

河
川

工
学

（
水

工
学

）
西

垣
誠

（
に

し
が

き
ま

こ
と

）
岡

山
大

学
名

誉
教

授
地

盤
環

境
解

析
学

波
田

善
夫

（
は

だ
よ

し
お

）
岡

山
理

科
大

学
生

物
地

球
学

部
生

物
地

球
学

科
教

授
環

境
（
植

物
）

久
野

修
義

（
ひ

さ
の

の
ぶ

よ
し

）
岡

山
大

学
大

学
院

社
会

文
化

科
学

研
究

科
教

授
日

本
中

世
史

前
野

詩
朗

（
ま

え
の

し
ろ

う
）

岡
山

大
学

大
学

院
環

境
生

命
科

学
研

究
科

教
授

河
川

工
学

（
水

工
学

）
丸

山
健

司
（
ま

る
や

ま
け

ん
じ

）
日

本
野

鳥
の

会
岡

山
県

支
部

長
環

境
（
鳥

類
）

森
生

枝
（
も

り
い

く
え

）
岡

山
県

自
然

保
護

セ
ン

タ
ー

研
究

員
環

境
（
魚

介
類

、
両

・
爬

・
哺

類
）

山
野

井
英

夫
（
や

ま
の

い
ひ

で
お

）
元

岡
山

県
農

林
水

産
総

合
セ

ン
タ

ー
水

産
研

究
所

所
長

漁
業

策 定 フ ロ ー

学 識 経 験 者 に よ る 懇 談 会 「 明 日 の 高 梁 川 を 語 る 会 」

「
明
日
の
高
梁
川
を
語
る
会
」
で
得
ら
れ
た
主
な
意
見

■
高

梁
川

水
系

河
川
整

備
計

画
（
変

更
原

案
）
に

つ
い

て
・

住
民

に
対

す
る
防
災

教
育

、
水
害

リ
ス

ク
の
評

価
・

共
有
が

重
要

で
あ
る

。
・

防
災

活
動

拠
点
の
中

の
河

川
防
災

ス
テ

ー
シ
ョ

ン
の

機
能
と

役
割

を
わ
か

り
や

す
く

整
理

す
る
必
要

が
あ

る
。

■
高

梁
川

水
系

河
川

整
備

計
画

(
変

更
案

)
に

お
け

る
費

用
便

益
分

析
に

つ
い

て
・

治
水

に
対

す
る

B
/
C
の

結
果

は
了

解
し

た
。

明
日
の
高

梁
川
を
語

る
会

委
員
名
簿

■
平
成
19
年

8月
に
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
基
本
方
針
が
策
定
さ
れ
、
河
川
整
備
基
本
方
針
に
基
づ
く
段
階
的
な
計
画
で
あ
る
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計

画
を
平
成
22
年
10
月
に
策
定
。

■
平
成
23
年

3月
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
や
平
成
27
年
9
月
の
関
東
･東

北
豪
雨
、
気
候
変
動
へ
の
対
応
、
一
部
堤
防
の
岡
山
県
か
ら
国
へ
の
移
管
な
ど
、

高
梁
川
を
と
り
ま
く
状
況
の
変
化
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
進
捗
点
検
結
果
等
を
踏
ま
え
て
、
河
川
整
備
計
画
を
変
更
す
る
こ
と
と
し
た
。

■
高
梁
川
水

系
河
川
整
備
計
画
（
変
更
原
案
）
に
対
し
住
民
か
ら
12
件
の
意
見
を
聴
取
。
（
住
民
説
明
会
、
事
務
所
HP
、
関
係
機
関
で
の
閲
覧
に
よ
り
意

見
聴
取
。
）
学
識
経
験
者
に
よ
る
懇
談
会
「
明
日
の
高
梁
川
を
語
る
会
」
を
設
置
し
、
専
門
分
野
に
関
す
る
意
見
を
伺
っ
た
上
で
高
梁
川
水
系
河
川
整

備
計
画
（
変
更
案
）
を
決
定
。

■
そ
の
後
地

方
公
共
団
体
の
長
及
び
関
係
機
関
に
意
見
を
伺
っ
た
上
で
平
成
29
年
6月

26
日
に
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
を
変
更
・
公
表
。

（
敬

称
略

五
十

音
順

）

明
日

の
高

梁
川

を
語

る
会

の
開

催

※
職

名
は

平
成

2
8
年

度
時

点

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
基

本
方

針
策

定
（
平

成
19

年
8月

）

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
の

策
定

・
公

表
（
平

成
22

年
10

月
）

・
住

民
説

明
会

の
開

催
（
2箇

所
）

・
事

務
所

H
P

、

関
係

機
関

で
の

閲
覧

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
（
変

更
原

案
）
に

対
す

る
意

見
意

見
数

：
12

件

学
識

経
験

者
の

意
見

聴
取

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
（
変

更
原

案
）
の

公
表

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
変

更
・
公

表
（
平

成
29

年
6月

26
日

）

学
識

経
験

者
の

意
見

聴
取

公
聴

会
の

開
催

等
関

係
住

民
の

意
見

を
反

映
さ

せ
る

た
め

に
必

要
な

措
置

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
（
変

更
案

）
の

決
定

地
方

公
共

団
体

の
長

の
意

見
聴

取

関
係

省
庁

協
議

社
会

情
勢

の
変

化
等

に
よ

る
進

捗
点

検

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
変

更
に
つ
い
て
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１
．
再
評
価
の
視
点

①
事

業
の

必
要

性
等

②
事

業
の

進
捗

の
見

込
み

③
コ

ス
ト

縮
減

や
代

替
案

立
案

等
の

可
能

性

1
)
事

業
を

巡
る

社
会

経
済

情
勢

等
の

変
化

2
)
事

業
の

投
資

効
果

3
)
事

業
の

進
捗

状
況

○
倉
敷
大
橋
、
新
総
社
大
橋
が
平
成
28
年
度
に
供
用
開
始
、
倉
敷
み
な
と
大
橋
が
平
成
29
年
3月

に
供
用
開
始
と
な
り
、
利
便
性
が
増
し
て
今

後
さ
ら
に
宅
地
化
が
進
む
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
一
般
国
道
2号

倉
敷
立
体
が
建
設
中
で
あ
り
、
岡
山
県
西
部
地
域
に
お
け
る
行
政
、
経

済
の
中
心
地
と
し
て
さ
ら
な
る
発
展
が
望
ま
れ
て
い
る
。

○
高
梁
川
流
域
に
お
い
て
、
平
成
10
年
10
月
、
平
成
18
年
7月

、
平
成
23
年
9月

等
に
洪
水
被
害
を
受
け
て
い
る
。

○
沿
川
の
関
係
市
は
「
高
梁
川
改
修
促
進
協
議
会
」
を
組
織
し
、
治
水
対
策
の
促
進
を
強
く
要
望
し
て
い
る
。

○
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
の
想
定
、
施
設
の
能
力
を
上
回
る
洪
水
へ
の
対
応
等
、
河
川
を
取
り
巻
く
社
会
情
勢
の
変
化
を
反
映
し
、
平
成
29
年

6月
26
日
に
河
川
整
備
計
画
を
変
更
し
た
。

○
費
用
便
益
比
（
平
成
28
年
度
評
価
時
点
）

全
体
事
業
（
B/
C）

=2
7.
9

残
事
業
（
B/
C）

=3
3.
3

当
面
７
年
間
（
B/
C）

=1
0.
6

○
平
成
22
年
10
月
14
日
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
（
国
管
理
区
間
）
策
定
。
平
成
29
年
6月

26
日
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
（
国
管
理
区

間
）
変
更
。

○
現
在
、
高
梁
川
本
川
下
流
域
に
お
け
る
高
潮
堤
防
、
堤
防
補
強
工
事
を
実
施
中
。
小
田
川
合
流
点
付
替
え
に
つ
い
て
は
平
成
26
年
度
に
事
業

着
手
し
て
お
り
、
早
期
完
成
へ
の
要
望
は
強
い
。

○
関
係
機
関
や
地
域
か
ら
の
要
望
、
協
力
体
制
も
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
も
円
滑
な
事
業
進
捗
が
見
込
ま
れ
る
。

○
鶴
新
田
・
乙
島
地
先
の
高
潮
堤
整
備
、
片
島
・
西
原
・
船
穂
地
先
、
古
地
地
先
の
堤
防
補
強
を
実
施
し
て
お
り
、
順
調
に
進
捗
し
て
い
る
。

ま
た
、
小
田
川
合
流
点
付
替
え
に
つ
い
て
は
、
平
成
26
年
度
に
事
業
着
手
し
、
関
係
機
関
と
協
力
連
携
し
地
元
調
整
等
を
行
っ
て
い
る
。

【
今

後
の

対
応

方
針

】

○
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
変
更
に
基
づ
き
、
事
業
継
続
す
る
こ
と
は
妥
当
と
考
え
る
。

○
新
技
術
・
新
工
法
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
掘
削
箇
所
で
発
生
す
る
掘
削
土
に
つ
い
て
関
係
機
関
等
と
の
事
業
調
整
や
有
効
利
用
を
図
り
、

コ
ス
ト
縮
減
に
努
め
る
。

高
梁

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
今

後
の
対

応
方

針
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■
：
基
準
地
点

●
：
主
要
地
点

単
位
：
m
3
/
ｓ

流
域
面
積
(集

水
面
積
) 
 ：

2,
67
0k
m
2

幹
川
流
路
延
長

：
11
1k
m

流
域
内
人
口

：
約
2
6万

人

想
定

氾
濫
区

域
面

積
：

約
27
4k
m
2

想
定

氾
濫
区

域
人

口
：

約
49
万

人

想
定
氾
濫
区
域
内
資
産
額
：
約
10
兆
2,
90
0億

円

主
な

市
町
村

：
倉
敷

市
、

総
社

市

花
見

山
(1

,
18

8
m)

降
水

量
 (

m
m

)

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

新
見

高
梁

倉
敷

1
3
,4

0
0

船
穂

酒
津

矢
形

橋

2,300

高
梁

川

小 田 川

瀬 戸 内 海

1
2
,0

0
0

■
高
梁
川
は

、
そ
の
源
を
岡
山
･鳥

取
県
境
の
花
見
山
（
標
高
1,
18
8m
）
に
発
し
、
途
中
小
坂
部
川
や
成
羽
川
等
の
支
川
を
合
わ
せ
、
下
流
で
小
田
川

と
合
流
し
、
瀬
戸
内
海
に
注
ぐ
、
流
域
面
積
2,
67
0k
m2
、
幹
川
流
路
延
長
11
1k
mの

一
級
河
川
で
あ
る
。

■
瀬
戸
内
型
気
候
帯
に
属
し
年
間
雨
量
は
全
国
平
均
の
8
割
、
河
床
勾
配
が
1/
1,
50
0～

1/
40
0程

度
と
、
岡
山
三
川
の
中
で
は
最
も
急
で
あ
る
。

■
流
域
の
約
90
％
を
山
林
が
占
め
、
干
潟
の
干
拓
や
埋
め
立
て
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
た
低
平
地
に
は
流
域
内
の
人
口
・
資
産
が
集
中
し
て
い
る
。

は
な

み
や

ま

流
域
図

流
域

及
び

氾
濫

域
の
諸

元
計

画
高

水
流

量
配

分
図

降
雨

特
性

高
梁

川
と

他
河

川
の
縦

断
図

•
年

降
水

量
は

1
,
40
0
m
m
程

度
（

全
国

平
均

の
8
割
）
で
、
梅
雨
・
台
風
期
に
集
中

お
さ

か
べ

が
わ

な
り

わ
が

わ
お

だ
が

わ

※
第
1
0
回
河
川
現
況
調
査
よ
り

浅
口

市

高
梁

川
流

域
の
概

要

基
本

高
水

の
ピ

ー
ク

流
量

1
3
,7

0
0
m

3
/
s
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①
主
な
交

通
網

・
JR
山

陽
本
線
、

JR
吉
備

線
、

JR
宇

野
線
等

・
国
道

2号
、
国
道

18
0号

等
※

 
JR
山
陽
新

幹
線
、

JR
伯
備

線
、
水
島

臨
海
鉄

道
、

井
原

鉄
道
、
山

陽
自
動

車
道
の
大

半
は
高

架
橋
で
あ

る
。

②
主
要
な

公
共
施
設

・
役
場

：
倉

敷
市
役

所
、
総
社

市
役
所

、
早
島
町

役
場

・
警
察

署
：
水

島
警
察

署
、
倉
敷

警
察
署

、
総
社
警

察
署

・
消
防

本
部

：
倉

敷
市
消

防
本
部
、

総
社
市

消
防
本
部

③
そ
の
他

、
要
配
慮

者
利
用

施
設

・
倉
敷

中
央
病
院

、
水
島

中
央
病
院

、
川
崎

医
科
大
学

付
属
病

院
、
老
人

ホ
ー
ム

等

高
梁
川

高
梁
川

倉
敷
市
街

地

酒
津

柳
井
原

貯
水
池

氾
濫

原
の
状

況

氾
濫

域
内
の

重
要

な
公

共
施

設

倉
敷

市
中
心

市
街

地
の

資
産

集
積

状
況

早
島

町
役

場

倉
敷

中
央

病
院

●
倉

敷
市

消
防

本
部

●
倉

敷
市

役
所

●
倉

敷
警

察
署

●
水
島
警

察
署

×
国

道
2号

×
国

道
30

号
×

J
R宇

野
線

(
早

島
駅

)

水
島
中
央

病
院

川
崎

医
科

大
学

附
属

病
院

●
総
社

警
察

署

● 総
社
市

役
所

× JR
吉
備

線
(東

総
社

駅
)

●
総

社
市

消
防

本
部×

国
道

18
0号

×
国
道

43
0号

浸
水
想
定
区
域
図
（
H2
2.
3）

・
計

画
降

雨
：

河
川

整
備
基

本
方
針
規

模
・

高
梁

川
流

域
の

2
日

間
総

雨
量

2
4
8
m
m

×
浸

水
に

よ
っ

て
途

絶
の

可
能

性
の

あ
る

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

凡
例

【
浸

水
面

積
（

直
轄

）
】

約
1
7
3
k
m2

【
浸

水
世

帯
数

（
直

轄
）

】
約

1
2
5
,
6
3
6
世

帯

■
高
梁
川
下

流
部
に
は
人
口
・
資
産
が
集
中
す
る
倉
敷
市
街
地
が
広
が
り
、
岡
山
県
西
部
地
域
に
お
け
る
行
政
、
経
済
の
中
心
的
役
割
を
担
っ
て
い
る

主
要
な
公
共
施
設
や
、
水
島
臨
海
工
業
地
帯
等
が
位
置
し
て
い
る
。

■
高
梁
川
酒

津
地
先
で
は
、
固
定
堰
（
笠
井
堰
）
や
そ
の
周
辺
に
堆
積
し
た
土
砂
に
よ
っ
て
大
き
く
河
積
が
不
足
し
て
お
り
、
計
画
高
水
流
量
を
安
全

に
流
下
で
き
な
い
。
ま
た
洪
水
時
の
水
位
が
高
い
こ
と
か
ら
、
堤
防
が
決
壊
し
た
場
合
に
は
氾
濫
域
が
広
範
囲
に
及
び
、
被
害
は
甚
大
な
も
の
と
な

る
。
こ
の
た
め
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
で
定
め
た
目
標
に
向
け
、
河
道
掘
削
等
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

水
島

臨
海

工
業

地
帯

事
業

の
目

的
・
必

要
性

（
高

梁
川

下
流

部
の
特

徴
）

J
R
山

陽
本

線
(
倉

敷
駅

)
×

国
道

4
8
6号

×

A
-
A
’

断
面

朔
望

平
均
満
潮

位

10

10
km

5 0
0

M.
S.
L -5

H.
W.
L

4.
2m高 梁 川

鶴 新 田

玉 島 乙 島

福 田 町

福 田 町 古 新 田

旧 河 道

( 東 高 梁 川 )

1.
88
m

既
往
最
高

潮
位

T.
P.
+3

.2
2ｍ

(
平
成
1
6
年
8
月
3
0
日

1
6
号
台
風
)

A
’

 
A

台
風

16
号

） 

酒
津
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■
高
梁
川
流

域
で
は
、
過
去
か
ら
度
重
な
る
洪
水
に
見
舞
わ
れ
、
昭
和
年
代
に
入
っ
て
か
ら
も
、
中
上
流
部
で
大
き
な
被
害
を
生
じ
た
昭
和
9年

9月
洪
水
、
昭
和
20
年
9月

洪
水
、
下
流
部
で
大
き
な
被
害
を
生
じ
た
昭
和
47
年
7月

洪
水
、
小
田
川
で
雨
水
出
水
（
内
水
）
氾
濫
を
生
じ
た
昭
和
51
年
9月

洪
水
等
に
よ
り
、
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
て
い
る
。

■
近
年
で
は

平
成
10
年
10
月
洪
水
、
平
成
18
年
7月

洪
水
、
平
成
23
年
9月

洪
水
で
浸
水
被
害
が
発
生
し
、
平
成
16
年
8月

台
風
16
号
で
既
往
最
高
潮
位
を

記
録
し
河
口
付
近
の
工
場
等
で
浸
水
被
害
が
発
生
し
て
い
る
。

発
生

年
月
日

発
生

原
因

船
穂
地
点

最
大
流
量

（
m3
/s
）

水
系

全
域

の
浸

水
被

害
備

考

明
治
2
6年

1
0
月

1
4日

台
風

約
1
4,

9
00

床
下

・
床

上
浸

水
5
0
,
20
9戸

（
岡

山
県

全
域

）
全

半
壊

1
2
,
92
0戸

（
岡

山
県

全
域

）
洪

水

昭
和

9年
9
月

2
1日

室
戸

台
風

約
9
,4

0
0

床
下

・
床

上
浸

水
6
0
,
3
3
4
戸

（
岡

山
県

全
域

）
全

半
壊

6
,
7
8
9
戸

（
岡

山
県

全
域

）
洪

水

昭
和
1
8年

9
月

18
日

台
風

約
6
,5

0
0

床
上
浸
水

24
0戸

（
岡
山
県

全
域
）

全
半
壊

45
戸

（
岡

山
県

全
域

）
洪

水

昭
和
2
0年

9
月

18
日

枕
崎

台
風

約
8
,7

0
0

床
下

/
床

上
浸

水
1
0
,
77
9
/2
1
,4
9
9戸

（
岡

山
県

全
域

）
全

半
壊

1
,
8
37
戸

（
岡

山
県

全
域

）
洪

水

昭
和
2
6年

1
0
月

1
3日

ﾙ
ｰ
ｽ台 風

約
4
,4

0
0

床
下

浸
水

1
0
2
戸

（
岡

山
県

全
域

）
全

半
壊

1
16
戸

（
岡

山
県

全
域

）
洪

水

昭
和
2
8年

9
月

23
日

台
風

1
3
号

約
3
,5

0
0

床
下

浸
水

2
,
0
9
8
戸

（
岡

山
県

全
域

）
全

半
壊

1
0戸

（
岡
山
県

全
域
）

洪
水

昭
和
4
5年

8
月

20
日

台
風

1
0
号

約
5
,3

0
0

床
下
/
床

上
浸

水
8
5
6
戸

/
3
4
8
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

全
半
壊

24
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

洪
水

・
小

田
川

雨
水

出
水

（
内

水
）

昭
和
4
7年

7
月

9
日

前
線

約
8
,0

0
0

床
下

/
床

上
浸

水
5
,2
0
3戸

/2
,
14
4戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

全
半
壊

2
27
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

洪
水

・
小

田
川

雨
水

出
水

（
内

水
）

昭
和
5
1年

9
月

13
日

台
風

1
7
号

約
4
,8

0
0

床
下

/
床

上
浸

水
1
,4
6
1戸

/1
,
18
5戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

全
半

壊
14
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

洪
水

・
小

田
川

雨
水

出
水

（
内

水
）

昭
和
6
0年

6
月

22
日

前
線

約
5
,1

0
0

床
下

/
床

上
浸

水
2
8
4
戸

/
1
4
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

全
半

壊
1戸

（
高
梁
川

水
系

※
）

洪
水

・
小

田
川

雨
水

出
水

（
内

水
）

平
成
1
0年

1
0
月

1
8日

台
風

1
0
号

約
7
,2

0
0

床
下

/
床

上
浸

水
1
3
0
戸

/
1
0
戸

（
高

梁
川

水
系

※
）

洪
水

・
小

田
川

雨
水

出
水

（
内

水
）

平
成
1
6年

8
月

31
日

台
風

1
6
号

約
7
00

床
下
/床

上
浸

水
1
7戸

/0
戸

（
高
梁

川
沿
岸

倉
敷
市
）

※
水

島
港

ピ
ー

ク
潮

位
T
.
P
.
+
3
.
2
2
m
(
既

往
最

高
潮

位
)

高
潮

平
成
1
8年

7
月

19
日

前
線

約
5
,3

0
0

床
下
/床

上
浸

水
6
1戸

/1
2戸

（
高
梁
川

水
系

※
）

全
半

壊
3戸

（
高
梁
川

水
系

※
）

洪
水

平
成
2
3年

9
月

3日
台

風
1
2
号

約
6
,5

0
0

床
下
/床

上
浸

水
5
0戸

/3
戸

（
高
梁
川

水
系

※
）

洪
水

主
な

洪
水
と

被
害

状
況

 
：

現
在

の
河

道
（
大
正

14
年

以
降
）

 
 ：

明
治

26
年
当
時
の
河

道
 

（
変

更
の

あ
っ

た
小

田
川

合
流

点
よ

り

下
流
の

み
示

す
）

 

 
：明

治
26

年
10

月
洪

水
の

実
績

浸
水

域
 

：昭
和

47
年

7
月

洪
水

の
実

績
浸

水
域

 

：昭
和

51
年

9
月

洪
水

の
実

績
浸

水
域

 

※
岡

山
県

お
よ

び
広

島
県

に
お

け
る

被
害

事
業

の
目

的
・
必

要
性

（
過

去
の
浸

水
被

害
）

明
治

26
年

10
月

洪
水

(高
梁

川
の

家
屋

被
災

状
況

)
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事
業
箇
所
（
河
川
整
備
計
画
変
更
：
H2
3 
～
H5
2）

基
準

地
点

船
穂

【
高

潮
①

】

【
危

機
管

理
型

ハ
ー

ド
対

策
】

（
堤

防
裏

法
尻

の
補

強
）

【 広 域 防 災 対 策 】

H2
9.
3時

点
施
工
済
み

高
梁

川
水

系
河

川
整

備
計

画
（

変
更

）

■
高
梁
川

水
系

河
川
整

備
基

本
方
針

：
平

成
19
年

8月
策
定

■
高
梁
川

水
系

河
川
整

備
計

画
：
平

成
22
年

1
0月

策
定

平
成
2
9年

6月
変

更

■
整
備
目
標

・
長

期
的

な
治

水
目
標

で
あ

る
河
川

整
備

基
本

方
針

に
定

め
た

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

は
、

多
大

な
時

間
を

要
す
る

た
め

、
一
連

区
間

で
整

備
効

果
が

発
現

す
る

よ
う

な
段

階
的

な
整

備
に

よ
り
、

洪
水

等
に
よ

る
災

害
の
発

生
防

止
又

は
軽

減
を

図
る

。
・

本
計
画

に
定

め
る
河

川
整

備
を
実

施
す

る
こ

と
で

、
流

域
住

民
の

記
憶

に
残

る
戦

後
最

も
大

き
な

被
害

を
与

え
た

昭
和

4
7
年

7
月

洪
水

、
平

成
16
年

台
風

1
6
号

高
潮

が
再

び
発

生
し

て
も

、
洪

水
被
害

の
防

止
又
は

軽
減

が
で
き

る
。

1.
高

梁
川

下
流
地
区

（
河

口
～
酒

津
地

先
）

昭
和

47
年

7月
洪

水
が

再
び
発

生
し

て
も

、
外

水
に

よ
る

浸
水

被
害

を
防

止
。

既
往
最

高
潮
位

を
記

録
し
、

人
家

へ
の
被

害
を

も
た
ら

し
た

平
成

16
年
台

風
16
号

に
伴

う
高

潮
が

再
び
発

生
し

て
も
浸

水
被

害
を

防
止

。
大

規
模

な
地
震

動
が

発
生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

、
河

川
管

理
施

設
と

し
て

必
要

な
機

能
を

確
保

。
2.
高
梁

川
中

流
・
上

流
地

区
（
酒

津
地

先
～

国
管

理
区

間
上

流
端

）
昭

和
47

年
7月

洪
水
が

再
び
発

生
し

て
も

、
外

水
に

よ
る

浸
水

被
害

を
防

止
・

軽
減

。
3.
高
梁

川
派

川
（
小

田
川

合
流
点

付
替

え
）

計
画

高
水
流
量

を
計

画
高
水

位
以

下
で

流
下

さ
せ

、
外

水
に

よ
る

浸
水

被
害

を
防

止
。

4.
小
田

川
昭

和
47

年
7月

洪
水
が

再
び
発

生
し

て
も

、
外

水
に

よ
る

浸
水

被
害

を
防

止
。

居
住

地
側
で
過

去
何

度
も
発

生
し

て
い

た
雨

水
出

水
（

内
水

）
に

よ
る

被
害

を
軽

減
。

5.
施
設

の
能

力
を
上

回
る

洪
水
へ

の
対

応
想

定
最

大
規
模

降
雨

の
洪
水

に
対

し
、

人
命

・
資

産
・

社
会

経
済

の
被

害
を

で
き

る
限

り
軽

減
。

6.
広
域

防
災

対
策

関
係

機
関
や
地

域
住

民
と
連

携
し

た
広

域
的

な
支

援
体

制
の

確
立

や
総

合
的

な
被

害
軽

減
対

策
が

可
能
。

■
整
備
期
間

・
目
標
を

達
成

す
る
上

で
の

事
業
量

等
を

勘
案
し

、
概

ね
30
年

間
を

整
備
期

間
と

し
て
設

定

■
実
施
内
容

・
整

備
期

間
内

に
目
標

を
達

成
す
る

た
め

に
必

要
な

事
業

箇
所

を
選

定

※
 赤

字
：
変
更
箇
所

表
示

整
備

内
容

断
面

築
堤

(
断

面
確

保
)

高
潮

築
堤

(
高

潮
堤

)
浸

透
堤

防
補

強
(
浸

透
対

策
)

掘
削

河
道

掘
削

堰
堰

改
築

･
継

ぎ
足

し
付

替
小

田
川

合
流

点
付

替
え

河
川

整
備

計
画

変
更

の
整

備
目

標
・
整

備
期

間
・
実

施
内

容
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河
川

整
備

計
画

変
更

の
概

要

■
H2
4.
3に

汐
入
川
（
-0
.4
k左

岸
側
か
ら
合
流
）
締
切
盛
土
が
岡
山
県
か
ら
移
管
さ
れ
、
移
管
区
間
を
含
め
る
よ
う
高
潮
堤
の
左
岸
整
備
延
長
を
延
伸
。

■
水
害
リ
ス

ク
が
高
い
区
間
に
お
い
て
、
決
壊
ま
で
の
時
間
を
少
し
で
も
引
き
延
ば
す
よ
う
堤
防
構
造
を
工
夫
す
る
危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策
を
実
施
。

■
広
域
防
災

対
策
と
し
て
、
水
防
資
材
の
備
蓄
、
水
防
活
動
等
の
拠
点
と
な
る
防
災
活
動
拠
点
を
整
備
。

高
潮

堤
の

整
備

延
長
の

延
伸

現
行

計
画

の
高

潮
堤

防
整

備
区
間

岡
山
県
か
ら
移
管
さ
れ
た
箇
所

-0
.5
k～

0.
0k
の
整
備
を
追
加

汐
入
川

高 梁 川

施
設

の
能

力
を

上
回

る
洪

水
へ
の
対

策

（
危

機
管

理
型

ハ
ー

ド
対
策

）

現
状
：
越
水
時
に
お
け
る
堤
防
裏
法
尻
の
安

全
性
の
不
足
。

対
策
：
堤
防
法
尻
の
補
強
。

整
備
効
果
：
決
壊
ま
で
の
時
間
を
少
し
で
も
引
き

延
ば
す
。

現
状
：
高
潮
に
対
す
る
堤
防
高
、
断
面
不
足
及
び
耐
震
対
策
が
未
整
備
。

対
策
：
高
潮
堤
の
断
面
確
保
、
耐
震
対
策
の
実
施
。

整
備

効
果

：
高

潮
堤

の
整

備
に

よ
る

高
潮

氾
濫

の
防

止
、

大
規

模
地

震
時

の
堤

防
機
能
の
確
保
。

広
域

防
災

対
策

・
河
川
情
報
の
発
信
や
排
水
ポ
ン
プ
車

等
災
害
対
策
車
両
の
配
備
、
水

防
活

動
、
避
難
活
動
等
の
防
災
活
動

拠
点

と
し
て
、
河
川
防
災
ス
テ
ー
シ

ョ
ン

を
整
備
す
る
。

・
水
防
作
業
ヤ
ー
ド
の
確
保
や
土
砂
・

土
の
う
・
根
固
め
ブ
ロ
ッ
ク
等

の
水

防
資
機
材
を
備
蓄
す
る
。

・
洪
水
時
に
は
、
自
治
体
の
水
防
活
動

を
支
援
し
、
災
害
発
生
時
は
緊

急
復

旧
を
行
う
基
地
と
し
て
機
能
。

・
関
係
機
関
と
連
携
し
適
切
に
管
理
・

運
営
す
る
こ
と
に
よ
り
、
危
機

管
理

体
制
の
強
化
を
図
る
。

河
川

防
災
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
（

旭
川

の
事

例
）

当
面
実
施
す
る
区
間

H
.W

.L

-
0
.
2
k

盛
土

耐
震

対
策

汐
入

川
河

川
区

域
【

移
管

後
】

汐
入

川
河

川
区

域
【

移
管

前
】

高
梁

川
河

川
区

域
【

移
管

後
】

高
梁

川
河

川
区

域

【
移

管
前

】
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0

-3.4K

-2.4K

-1.4K

-0.4K

0.6K

1.6K

2.6K

3.6K

4.6K

5.6K

6.6K

7.6K

-3.4K

-3.2K

-3.0K

-2.8K

-2.6K

-2.4K

-2.2K

-2.0K

-1.8K

-1.6K

-1.4K

-1.2K

-1.0K

-0.8K

-0.6K

-0.4K

-0.2K

0.0K

0.2K

0.4K

0.6K

0.8K

1.0K

1.2K

1.4K

1.6K

1.8K

2.0K

2.2K

2.4K

2.6K

2.8K

3.0K

3.2K

3.4K

3.6K

3.8K

4.0K

4.2K

4.4K

4.6K

4.8K

5.0K

5.2K

5.4K

5.6K

5.8K

6.0K

6.2K

6.4K

6.6K

6.8K

7.0K

7.2K

7.4K

7.6K

7.8K

8.0K

8
,
0
0
0
m
3
/
s

7
,
1
0
0
m
3 /
s

1
3
,
4
0
0
m3
/
s

1
2
,
0
0
0
m3
/
s

三
菱
送
油
管
橋

潮
止
堰 新
霞
橋

玉
島

バ
イ
パ
ス 新
船
穂
橋

小
田
川
合
流
点

（
計

画
）

笠
井

堰 山
陽
自
動
車
道

山
陽
新
幹
線

小
田
川

合
流
点

(
現
況
)

井
原
鉄
道

新
本

川
合
流
点

湛
井

堰

水
島
大
橋

(
改
築
)

霞
橋

(
撤
去
)

山
陽
本
線

(
改
築
)

川
辺
橋

(
撤
去
)

新
川
辺
橋

(
改
築
)

総
社
大
橋

(
改
築
)

0

2
,
0
0
0

4
,
0
0
0

6
,
0
0
0

8
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
2
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0

(
m
3
/
s
)

【
高
梁

川
右
岸
】

1,
5
00
m
3 /
s

2,
3
00
m
3 /
s

本
川

合
流
点

（
計

画
） 山

陽
自
動
車
道

山
陽
新

幹
線

本
川

合
流
点

（
現

況
） 南
山

橋
矢
形
橋

二
万

橋
福
松
橋

箭
田
橋

宮
田

堰

宮
田
橋

八
高
堰

八
高
橋

琴
弾

橋

0

3
00

6
00

9
00

1,
2
00

1,
5
00

1,
8
00

2,
1
00

(
m
3 /
s
)

【
小
田
川
右
岸

】 小
田

川
付
替
え
区
間

基
準

地
点

船
穂

【
高

潮
①

】

【 広 域 防 災 対 策 】

高 梁 川 流 下 能 力 図事
業

の
進

捗
状

況

基
準

地
点

船
穂

当
面

7年
間

の

整
備

予
定

箇
所

（
H

29
 ～

H
35

）

【
高

潮
①

】

【
危

機
管

理
型

ハ
ー

ド
対

策
】

（
堤

防
裏

法
尻

の
補

強
）

【 広 域 防 災 対 策 】

事
業
箇
所
（
河
川
整
備
計
画
変
更
：
H2
3 
～
H5
2 
）

■
基
準
地
点

船
穂

高
潮

区
間

H2
9.
3時

点
施
工
済
み

(
H
5
2)

(
H
2
8)

表
示

整
備

内
容

断
面

築
堤

(
断

面
確

保
)

高
潮

築
堤

(
高

潮
堤

)
浸

透
堤

防
補

強
(
浸

透
対

策
)

掘
削

河
道

掘
削

堰
堰

改
築

･
継

ぎ
足

し
付

替
小

田
川

合
流

点
付

替
え

8
,
0
0
0
m
3 /
s

7
,
1
0
0
m
3 /
s

1
3
,
4
0
0
m3
/
s

1
2
,
0
0
0
m
3
/
s

0

2
,
0
0
0

4
,
0
0
0

6
,
0
0
0

8
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
2
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0

(
m
3 /
s
)

【
高
梁
川
左
岸
】

整
備

計
画
実

施
後

当
面

（
7年

間
）
の

整
備
実

施
後

現
況

整
備

計
画
策

定
時

戦
後

最
大
（

S4
7
.7
）

流
量

計
画

高
水
流

量

0 0

0.0K

1.0K

2.0K

3.0K

4.0K

5.0K

6.0K

7.0K

8.0K

9.0K

10.0K

11.0K

12.0K

13.0K

14.0K

15.0K

16.0K

17.0K

18.0K

19.0K

20.0K

21.0K

22.0K

23.0K

高
潮

対
策

区
間

右 岸 左 岸

小 田 川 流 下 能 力 図

1
,
50
0
m
3 /
s

2,
3
0
0m

3 /
s

0

3
00

6
00

9
00

1,
2
00

1,
5
00

1,
8
00

2,
1
00

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

(m
3
/s
)

【
小

田
川
左
岸

】

整
備

計
画
実
施
後

当
面

（
7年

間
）

の
整
備
実
施

後
現
況

整
備

計
画
策
定
時

戦
後

最
大
（
S4
7
.7
）

流
量

計
画

高
水
流
量

小
田
川

付
替

え
区
間

右 岸 左 岸

(
H
5
2)

(
H
2
8)

(
H
5
2)

(
H
2
8)
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今
後

実
施

す
る
事

業
内

容
（
当

面
7
年

間
）

※
 危

機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策

氾
濫
リ
ス
ク
が

高
い

に
も

関
わ
ら
ず

、
当

面
の

間
、
上
下

流
バ
ラ
ン
ス
等
の
観
点
か
ら
堤
防
整
備
に
至
ら
な
い
区
間
な
ど
に
つ
い
て
、

決
壊
ま
で
の
時
間

を
少

し
で

も
引
き
延

ば
す

よ
う

、
堤
防
構

造
を
工
夫
す
る
対
策
。

事
業
箇
所
（
当
面
7年

間
：
H2
9 
～
H3
5）

■
下
流
か
ら
の
高
潮
堤
整
備
、
堤
防
補
強
（
浸
透
対
策
）
を
さ
ら
に
推
進
。

当
面

の
改

修
方

針

①
：

小
田
川

合
流

点
付

近
の

洪
水

時
の

水
位

低
下
を
図
る
抜
本
的
な
治
水
対
策
と
し
て
、
小
田
川
の

合
流

点
付
替

え
を

推
進

す
る

。

②
：

高
梁
川

下
流

部
に

お
い

て
、

小
田

川
合

流
点
付
替
え
完
了
ま
で
の
完
成
を
目
指
し
、
堤
防
の
断

面
が

不
足
す

る
部

分
の

築
堤

（
断

面
確

保
）
、
堤
防
補
強
（
浸
透
対
策
）
、
高
潮
対
策
区
間

の
築

堤
を
順

次
実

施
す

る
。

③
：

施
設
の

能
力

を
上

回
る

洪
水

が
発

生
し

堤
防
の
決
壊
等
に
よ
り
氾
濫
が
生
じ
た
場
合
で
も
、
被

害
の

軽
減
を

図
る

た
め

に
、

危
機

管
理

型
ハ
ー
ド
対
策
を
水
害
リ
ス
ク
が
高
い
区
間
で
実
施

す
る

。

築
堤
（
高
潮
堤
）

道
路

 

断
面

拡
大

H
.
W
.
L
 

水
路

 

築
堤
（
断
面
確
保
）

小
田

川
合
流

点
付

替
え

堤
防
裏
法
尻
の
補
強

【
危

機
管

理
型

ハ
ー

ド
対

策
】

（
堤

防
裏

法
尻

の
補

強
）

汐
入
川

【
当
面
整
備
に
よ
る
効
果
（
昭
和
47
年
7月

洪
水
）
】

浸
水
世
帯
数

27
,0
13
世
帯

→
26
,9
88
世
帯
（
25
世
帯
減
少
）

浸
水
面
積

4,
74
0
ha

→
4
,7
0
0h
a（

4
0h
a減

少
）

被
害
額

11
,2
56
億
円

→
11
,2
37
億
円
（
19
億
円
減
少
）

H2
9.
3時

点
施
工
済
み

表
示

整
備

内
容

断
面

築
堤

(
断

面
確

保
)

高
潮

築
堤

(
高

潮
堤

)
浸

透
堤

防
補

強
(
浸

透
対

策
)

掘
削

河
道

掘
削

堰
堰

改
築

･
継

ぎ
足

し
付

替
小

田
川

合
流

点
付

替
え
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全
体

事
業

費
の
変

更
に
つ
い
て

■
高
潮
堤
に

つ
い
て
は
、
整
備
区
間
の
延
伸
、
耐
震
対
策
の
追
加
の
ほ
か
、
構
造
や
整
備
区
間
の
精
査
に
伴
っ
て
増
額
。

■
危
機
管
理

型
ハ
ー
ド
対
策
を
新
た
に
加
え
る
こ
と
で
増
額
。

前
回
評

価
事
業
費
（
H2
5再

評
価
）

約
82
1億

円
→

今
回
事
業
費
（
H2
8再

評
価
）

約
84
6億

円
（
約
25
億
円
の
増
）

高
潮

堤
：

整
備

区
間
の

延
伸

施
設

の
能

力
を

上
回

る
洪

水
へ
の
対

策

（
危

機
管

理
型

ハ
ー

ド
対
策

）

当
面
実
施
す
る
区
間

現
行

計
画

の
高

潮

堤
防
整
備
区
間

岡
山
県
か
ら
移
管
さ
れ

た
箇
所

-0
.5
k～

0.
0k
の
整
備

を
追
加

（
L=
50
0m
）

汐
入
川

高 梁 川

堤
防
裏
法
尻
の
補
強

堤
防

裏
法

尻
の

補
強

裏
法

尻
を

ブ
ロ

ッ
ク
等

で
補

強
し
、

越
水

し
た
場

合
に

は
深

掘
れ

の
進
行

を
遅
ら

せ
る

こ
と
に

よ
り

、
決
壊

ま
で

の
時

間
を

少
し
で

も
伸
ば

す

粘
性

土

砂
質

土
粘

性
土

表
土

H
.W

.L

-
0
.
2
k

盛
土

耐
震

対
策

汐
入

川
河

川
区

域
【

移
管

後
】

汐
入

川
河

川
区

域
【

移
管

前
】

高
梁

川
河

川
区

域
【

移
管

後
】

高
梁

川
河

川
区

域

【
移

管
前

】
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確
率

規
模

毎
の

氾
濫

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

（
事

業
実

施
前

後
）

確
率

規
模

毎
の

想
定

被
害

額
の

算
出

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

の
算

出

残
存

価
値

の
設

定

総
便

益
【

B
】

の
算

出

全
体

事
業

費
の

算
出

維
持

管
理

費
の

設
定

総
費

用
【

C
】

の
算

出

費
用

便
益

比
【

B
/
C
】

の
算

出

総
便

益
【

B
】

総
費

用
【

C
】

費
用

便
益

比
（

B
/
C
）

算
出

の
流

れ

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析
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費
用

対
効

果
分

析
に
お
け
る
被

害
額

計
上

に
つ
い
て

治
水

事
業

に
お

け
る

便
益

算
定

に
あ

た
っ

て
は

、
『

治
水

経
済

調
査

マ
ニ

ュ
ア

ル
（

案
）

』
（

平
成

１
７

年
４

月
）

に
よ

り
実

施
し

て
い

る
。

治
水

事
業

の
便

益
は

、
事

業
実

施
の

有
無

に
よ

る
氾

濫
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

し
、

被
害

額
の

差
分

よ
り

求
め

て
お

り
、

そ
の

被
害

額
に

つ
い

て
は

、
右

表
の

と
お

り
で

あ
る

。

具
体

的
に

は
、

家
屋

（
居

住
用

・
事

業
用

建
物

の
被

害
）

や
家

庭
用

品
（

家
具

・
自

動
車

等
の

浸
水

被
害

）
等

の
直

接
被

害
と

、
事

業
所

営
業

停
止

被
害

（
浸

水
し

た
事

業
所

の
精

算
の

停
止

・
停

滞
）

等
の

間
接

被
害

を
浸

水
深

に
応

じ
て

算
出

し
て

い
る

。

治
水
事
業

の
ス

ト
ッ
ク

効
果

出
典
：
治
水
経
済
調
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
平
成
17
年
4月

表
中
の

は
、
治
水
経
済
調
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
で
被
害
率
や
被
害
単
価

が
明
示

さ
れ
て
お
り
、
今
回
の
費
用
対
効
果
分
析
に
お
い
て
被
害
額
を
算
定
し
て

い
る
項

目
。

事
業
実
施
前
（
H2
2年

度
時
点
）

事
業
実
施
後
（
H5
2年

度
時
点
）

【
昭
和
47
年

7月
洪
水
（
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
規
模
発
生
時
の
事
業
実
施
前
後
の
浸
水
図
の
イ
メ
ー
ジ
】
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高
梁

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
の

費
用

対
効

果
分

析
に

つ
い

て
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0
.
00

0
.
05

0
.
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0
.
15

0
.
20

0
.
25

0
.
30

0
.
35

1
/
3

1/
5

1
/
1
0

1
/
30

1/
5
0

1
/
8
0

1
/
10
0

1/
1
50

年
平

均
超
過
確

率

0

1
,
50
0,
0
00

3
,
00
0,
0
00

4
,
50
0,
0
00

6
,
00
0,
0
00

7
,
50
0,
0
00

1/
3

1/
5

1/
10

1/
30

1/
50

1
/
80

1/
1
00

1/
1
50

被
害
額

（
百

万
円
）


高
梁
川

本
川
は
、
計
画
規
模
1/
15
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
,1
/1
50
年
）

支
川
小
田

川
は
、
計
画
規
模
1/
10
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
）


年
平
均

被
害
軽
減
期
待
額
は
約
1,
24
7億

円

①
便

益
の

算
出

方
法

発
生
頻
度

多
い

発
生
頻
度

少
な
い

被
害
小
さ

い

被
害
大
き

い

事
業

を
実
施
し

な
い
場

合
①

事
業

を
実
施
し

た
場
合

②

軽
減

額
③

=①
-②

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

1
1
,
2
8
4

1
1
3
,
4
2
5

1
2
4
,
7
0
9

8
4
,
6
3
6

0
.
0
6
7

4
1
,
0
0
2

区
間

確
率

⑤

年
平

均
被

害
額

④
×

⑤

0
.
1
0
0

1
8
,
6
6
0

2
1
,
2
9
5

年
平

均
被

害
額

の
累

計
=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

0
.
1
3
3

2
,
6
3
5

2
,
6
3
5

2
,
3
5
1
,
3
7
6

6
,
5
4
6
,
7
4
2

被
害

軽
減

額
③

 
=
 
①

 
-
 
②

区
間

平
均

被
害

額
④

6
6
4
,
8
2
3

4
,
0
2
2
,
6
3
0

7
4
9
,
5
5
7

4
,
4
4
8
,
2
4
9

2
,
9
2
4
,
1
1
0

3
,
3
8
5
,
2
5
6

1
/
1
5
0

0
.
0
0
7

1
/
1
0

1
/
3
0

1
/
5
0

被
害

額
（

百
万

円
）

1
/
3

0
.
3
3
3

0
0

0
.
0
3
3

0
.
0
2
0

0
.
0
1
3

0
.
0
1
0

1
,
8
7
3
,
1
0
3

3
3
3
,
6
7
7

0

2
6
4
,
1
2
8

1
,
1
6
0
,
5
0
2

0
.
1
0
0

1
/
8
0

7
,
3
1
0

2
2
,
3
3
9

0
.
0
0
3

3
,
2
7
3
,
0
7
3

2
,
5
7
5
,
1
4
6

1
/
1
0
0

3
,
1
1
9
,
3
4
7

0
.
0
0
3

4
,
1
9
5
,
3
6
6

6
2
,
2
9
7

2
1
,
4
7
8

0
.
0
1
3

0
.
0
0
8

1
0
6
,
1
1
4

1
,
6
7
5
,
4
4
9

2
,
8
6
3
,
7
9
9

8
9
6
,
3
7
4

2
,
4
5
4
,
5
2
4

1
8
6
,
6
0
0

6
1
5
,
0
2
6

3
9
,
5
2
3

3
9
,
5
2
3

0
1
9
,
7
6
2

1
/
5

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

0
.
2
0
0

0

3
3
3
,
6
7
7

年
超

過
確

率
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0

50
0

1,
0
00

1,
5
00

2,
0
00

H
23

H
28

H
33

H
38

H
43

H
48

H
53

H
58

H
63

H
68

H
73

H
78

H
83

H
88

H
93

H
98

（
億

円
）

便
益

（
各

年
度

価
格

）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

)

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）

便
益

(現
在

価
値

化
)

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

年
次

3210

（
億

円
）

費用(C)
(維持管理費)


便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る
便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(４

％
)で

割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定


費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
社
会
的
割
引
率
（
４
％
）
に
よ
っ
て
割
り
引
い
た

上
で
集
計
し
、
現
在
価
値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出

維
持

管
理

費
拡

大
図

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

基
準
年
度
：
平
成
2
8年

度

※
端
数
処

理
の
た
め

、
合
計

が
合
わ
な

い
場
合

が
あ

る

全
事

業
対

象
期

間
3
0
年

全
事

業
対

象
期

間
後

評
価

期
間

5
0
年

便益(B)
(年平均被害軽減期待額)

費用(C)
(事業費・維持管理費)

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
：

5
9
3
億

円

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
：

3
9
億

円

項
目

全
体

事
業

便
益
(B
1
)

1
7,
6
59
 億

円

残
存
価
値
(B
2)

17
 億

円

総
便
益
(B
1+

B2
)

1
7,
6
77
 億

円

事
業
費
(C
1)

59
3 
億
円

維
持
管
理
費
(C
2)

3
9 
億
円

総
費
用
(C
1+

C2
)

6
32
 億

円

便
益
比

27
.9

便
益

（
現

在
価

値
化

）
：

1
7
,6

5
9
億

円
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（
例
）
昭

和
47
年
7月

洪
水
（
船
穂
地
点
で
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
を
対
象
に
し
た
被
害
の
軽
減
状
況

事
業
実
施
前
（
H2
2年

度
時
点
）

事
業
実
施
後
（
H5
2年

度
時
点
）

浸
水
世
帯
数

2
7,
06
4世

帯

浸
水
面
積

4,
76
6h
a

被
害
額

1
1,
3
73
億
円

浸
水

世
帯
数

0世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害
額

0億
円

【
凡

例
】 0.

5m
未

満

0.
5～

1.
0m

未
満

1.
0～

2.
0m

未
満

2.
0～

5.
0m

未
満

5.
0m

以
上

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

事
業

実
施
後

に
浸

水
が

解
消

さ
れ
る

地
域

※
河

川
整

備
計

画
着

手
前

の
被

害
状

況
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0
.
00

0
.
05

0
.
10

0
.
15

0
.
20

0
.
25

0
.
30

0
.
35

1
/
3

1
/
5

1
/
10

1/
3
0

1
/
50

1/
8
0

1
/
10
0

1
/
1
50

年
平
均

超
過
確

率

0

1
,
50
0,
0
00

3
,
00
0,
0
00

4
,
50
0,
0
00

6
,
00
0,
0
00

7
,
50
0,
0
00

1/
3

1/
5

1/
1
0

1/
3
0

1/
50

1/
80

1
/
10
0

1
/
15
0

被
害
額

（
百

万
円
）

①
便

益
の

算
出

方
法


高
梁
川

本
川
は
、
計
画
規
模
1/
15
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
,1
/1
50
年
）

支
川
小
田

川
は
、
計
画
規
模
1/
10
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
）


年
平
均

被
害
軽
減
期
待
額
は
約
1,
16
2億

円

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

事
業

を
実
施
し

な
い
場

合
①

事
業

を
実
施
し

た
場
合

②

軽
減

額
③

=①
-②

発
生
頻
度

多
い

発
生
頻
度

少
な
い

被
害
小
さ

い

被
害
大
き

い

年
超

過
確

率

8
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0
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0
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.
0
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0
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.
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.
0
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.
0
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.
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.
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.
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0
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0
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0
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.
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0
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額
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=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

 
=
 
①

 
-
 
②
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3
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0
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被
害

額
（

百
万

円
）

区
間

平
均
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④
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間

確
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⑤
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④
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⑤
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3
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0

5
00

1
,0

0
0

1
,5

0
0

2
,0

0
0

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

H
8
3

H
8
8

H
9
3

H
9
8

（
億

円
）

便
益

（
各

年
度

価
格

）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

)

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）

便
益

(現
在

価
値

化
)

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

年
次

3210

（
億

円
）

費用(C)
(維持管理費)


便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る
便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(４

％
)で

割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定


費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
社
会
的
割
引
率
（
４
％
）
に
よ
っ
て
割
り
引
い
た

上
で
集
計
し
、
現
在
価
値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出
項

目
残

事
業

便
益
(B
1
)

1
5,
4
08
 億

円

残
存
価
値
(B
2)

15
 億

円

総
便
益
(B
1+

B2
)

1
5,
4
24
 億

円

事
業
費
(C
1)

43
2 
億
円

維
持
管
理
費
(C
2)

31
 億

円

総
費
用
(C
1+

C2
)

4
62
 億

円

便
益
比

33
.3

維
持

管
理

費
拡

大
図

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

※
端
数
処

理
の
た
め

、
合
計

が
合
わ
な

い
場
合

が
あ

る

残
事

業
対

象
期

間

2
4
年

残
事

業
対

象
期

間
後

評
価

期
間

5
0
年

便益(B)
(年平均被害軽減期待額)

費用(C)
(事業費・維持管理費)

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
：

4
3
2
億

円

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
：

3
1
億

円

基
準
年
度
：
平
成
2
8年

度

便
益

（
現

在
価

値
化

）
：

1
5
,4

0
8
億

円
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浸
水
世
帯
数

2
7,
01
3世

帯

浸
水
面
積

4,
74
0h
a

被
害
額

1
1,
2
56
億
円

浸
水

世
帯
数

0世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害
額

0億
円

（
例
）
昭

和
47
年
7月

洪
水
（
船
穂
地
点
で
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
を
対
象
に
し
た
被
害
の
軽
減
状
況

事
業
実
施
前
（
H2
8年

度
時
点
）

事
業
実
施

後
（
H5
2年

度
時
点
）

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

【
凡

例
】 0.

5m
未

満

0.
5～

1.
0m

未
満

1.
0～

2.
0m

未
満

2.
0～

5.
0m

未
満

5.
0m

以
上

事
業

実
施
後

に
浸

水
が

解
消

さ
れ
る

地
域
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0
.
00

0
.
05

0
.
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0
.
15

0
.
20

0
.
25

0
.
30

0
.
35

1
/
3

1/
5

1
/
1
0

1
/
30

1/
5
0

1
/
8
0

1
/
10
0

1/
1
50

年
平

均
超
過
確

率

0

1
,
50
0,
0
00

3
,
00
0,
0
00

4
,
50
0,
0
00

6
,
00
0,
0
00

7
,
50
0,
0
00

1/
3

1/
5

1/
10

1/
30

1/
50

1
/
80

1/
1
00

1/
1
50

被
害
額

（
百

万
円
）

①
便

益
の

算
出

方
法

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額


高
梁
川

本
川
は
、
計
画
規
模
1/
15
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
,1
/1
50
年
）

支
川
小
田

川
は
、
計
画
規
模
1/
10
0年

確
率
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
）


年
平
均

被
害
軽
減
期
待
額
は
約
11
1億

円

当
面

７
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

事
業

を
実
施
し

な
い
場

合
①

事
業

を
実
施
し

た
場
合

②

軽
減

額
③

=①
-②

発
生
頻
度

多
い

発
生
頻
度

少
な
い

被
害
小
さ

い

被
害
大
き

い

0
0

0
0
.
1
3
3

0
0

1
1
,
0
9
3

1
/
1
5
0

0
.
0
0
7

6
,
6
0
8
,
5
9
4

6
,
1
0
2
,
3
8
5

5
0
6
,
2
0
9

6
5
6
,
1
3
1

5
8
1
,
1
7
0

0
.
0
0
3

1
,
9
3
7

1
/
1
0
0

0
.
0
1
0

4
,
4
9
2
,
5
0
4

3
,
8
3
6
,
3
7
3

7
,
5
6
6

1
/
8
0

0
.
0
1
3

4
,
0
4
4
,
8
2
9

3
,
4
2
9
,
4
5
7

6
1
5
,
3
7
2

6
3
5
,
7
5
2

0
.
0
0
3

1
,
5
8
9

9
,
1
5
5

4
8
9
,
5
4
9

5
5
2
,
4
6
1

0
.
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0
8

4
,
1
4
3

3
,
2
6
4

3
,
4
2
3

1
/
5
0

0
.
0
2
0

3
,
1
8
6
,
7
3
2

2
,
6
9
7
,
1
8
3

2
4
4
,
7
7
5

0
.
0
1
3

1
/
1
0

0
.
1
0
0

1
,
9
0
7

9
5
4

9
5
4

1
/
3
0

0
.
0
3
3

1
,
0
8
8
,
2
5
4

1
,
0
8
8
,
2
5
4

0

9
5

3
1
2
,
9
2
3

3
1
1
,
0
1
6

0
.
0
6
7

6
4

9
5

0
.
1
0
0

1
5
9

1
/
5

0
.
2
0
0

1
,
3
3
1

1
,
3
3
1

区
間

確
率

⑤

年
平

均
被

害
額

④
×

⑤

0

1
/
3

0
.
3
3
3

0

年
超

過
確

率
年

平
均

被
害

額
の

累
計

=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

 
=
 
①

 
-
 
②

被
害

額
（

百
万

円
）

区
間

平
均

被
害

額
④
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H
2
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H
3
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H
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H
4
3

H
4
8

H
53

H
58

H
6
3

H
68

H
73

H
7
8

H
8
3

（
億

円
）

便
益

（
各

年
度

価
格

）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

)

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）

便
益

(現
在

価
値

化
)

1
0

2
0 4
0

5
0

年
次

3
0

当
面

の
整

備
対

象
期

間
7
年

当
面

の
整

備
対

象
期

間
終

了
後

の
評

価
期

間

5
0
年

便益(B)
(年平均被害軽減期待額)

費用(C)
(事業費・維持管理費)

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
：

1
8
4
億

円

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
：

1
0
億

円

1
.0

0
.8

0
.6

0
.4

0
.20

（
億

円
）

費用(C)
(維持管理費)


便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る
便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(４

％
)で

割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定


費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
社
会
的
割
引
率
（
４
％
）
に
よ
っ
て
割
り
引
い
た

上
で
集
計
し
、
現
在
価
値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出
項

目
当

面
事

業

便
益
(B
1
)

2,
0
48
 億

円

残
存
価
値
(B
2)

12
 億

円

総
便
益
(B
1+

B2
)

2,
0
59
 億

円

事
業
費
(C
1)

1
84
 億

円

維
持
管
理
費
(C
2)

1
0 
億
円

総
費
用
(C
1+

C2
)

1
94
 億

円

便
益
比

10
.6

維
持

管
理

費
拡

大
図

当
面

７
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

基
準
年
度
：
平
成
2
8年

度

※
端
数
処

理
の
た
め

、
合
計

が
合
わ
な

い
場
合

が
あ

る

便
益

（
現

在
価

値
化

）
：

2
,0

4
8
億

円
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浸
水
世
帯
数

2
6,
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8世

帯

浸
水
面
積

4,
70
0h
a

被
害
額

1
1,
2
37
億
円

（
例
）
昭

和
47
年
7月

洪
水
（
船
穂
地
点
で
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
を
対
象
に
し
た
被
害
の
軽
減
状
況

事
業
実
施
前
（
H2
8年

度
時
点
）

事
業
実

施
後
（
H3
5年

度
時
点
）

事
業

実
施
後

に
浸

水
が

解
消

さ
れ
る

地
域

当
面

７
年

間
の
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

【
凡

例
】 0.

5m
未

満

0.
5～

1.
0m

未
満

1.
0～

2.
0m

未
満

2.
0～

5.
0m
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満

5.
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以
上

浸
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世
帯
数
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3世

帯
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額

1
1,
2
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億
円

- 30 -



■
「
水
害
の

被
害
指
標
分
析
の
手
引
き
」
に
準
じ
て
高
梁
川
直
轄
河
川
改
修
事
業
に
よ
る
「
人
的
被
害
」
と
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被

害
」
の
軽
減
効
果
を
算
定

■
対
象
洪
水

は
、
戦
後
最
大
規
模
の
昭
和
47
年
7月

実
績
規
模
の
洪
水
に
対
し
て
評
価
を
実
施

■
戦
後
最
大

規
模
の
昭
和
47
年
7月

実
績
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
、
高
梁
川
・
小
田
川
流
域
で
想
定
死
者
数
が
50
7人

（
避
難
率
40
%）

、
電
力
の

停
止
に
よ
る
影
響
人
口
が
47
,0
60
人
と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業
実
施
に
よ
り
解
消
さ
れ
る
。

「
想

定
死

者
数

」
の

考
え

方
浸

水
に

よ
る

想
定

死
者

数
を

避
難

率
別

に
推

計
す

る
。

・計
算

メ
ッ

シ
ュ

毎
に

、
年

齢
別

（6
5
歳

以
上

、
未

満
）、

居
住

す
る

住
宅

の
階

数
別

（1
階

、
2
階

、
3
階

以
上

）に
分

類
し

た
人

口
に

危
険

度
を

乗
じ

た
値

の
総

和
か

ら
想

定
死

者
数

を
算

出
す

る
。

・既
往

水
害

に
お

け
る

避
難

率
は

大
き

な
幅

が
あ

る
た

め
、
避

難
率

は
0
%
、
4
0
%
、
8
0
%

の
3
つ

の
ケ

ー
ス

を
設

定
す

る
。

想
定

死
者

数

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）

浸
水

深

2
.3

m
未

満

2
.3

～
5
.0

m
未

満

(1
階

危
険

水
位

)

5
.0

～
7
.7

m
未

満

(2
階

危
険

水
位

)

7
.7

m
以

上

「
電

力
が

停
止

す
る

浸
水

深
」の

考
え

方
浸

水
に

よ
り

停
電

が
発

生
す

る
住

宅
等

の
居

住
者

数
を

推
計

す
る

。

・浸
水

深
7
0
㎝

で
コ

ン
セ

ン
ト
（床

高
5
0
㎝

＋
コ

ン
セ

ン
ト
設

置
高

2
0
㎝

）に
達

し
、
屋

内
配

線
が

停
電

す
る

。

・浸
水

深
1
0
0
㎝

以
上

で
、
地

上
に

設
置

さ
れ

た
受

変
電

設
備

（6
,6

0
0
V
 等

の
高

圧
で

受
電

し
た

電
気

を
使

用
に

適
し

た
電

圧
ま

で
降

下
さ

せ
る

設
備

）及
び

地
中

線
と

接
続

さ
れ

た
路

上
開

閉
器

が
浸

水
す

る
た

め
、
集

合
住

宅
等

の
棟

全
体

が
停

電
す

る
場

合
が

あ
る

。

・浸
水

深
3
4
0
cm

以
上

で
、
受

変
電

設
備

等
の

浸
水

に
よ

り
、
棟

全
体

が
停

電
と

な
ら

な
い

集
合

住
宅

に
お

い
て

は
、
浸

水
深

に
応

じ
て

階
数

毎
に

停
電

が
発

生
す

る
。

電
力

の
停

止
に

よ
る

影
響

人
口

浸
水

面
積
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,7

6
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h
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浸
水
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積
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h
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浸
水
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満

0
.7

～
1
m
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満
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3
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m
未

満

3
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～
5
m

未
満
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m

以
上

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）
浸

水
面

積
4
,7

6
6
h
a

浸
水

面
積

0
h
a

昭
和

4
7
年

7
月

実
績

規
模

の
洪

水
に

お
け

る
想

定
死

者
数

昭
和

4
7
年

7
月

実
績

規
模

の
洪

水
に

お
け

る
電

力
の

停
止

に
よ

る
影

響
人

数

参
考

：
貨

幣
換

算
が
困

難
な
効

果
等

に
よ
る
評

価
（
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

）

8
4
6

5
07

1
6
9

0
0

0
0

1
00

2
00

3
00

4
00

5
00

6
00

7
00

8
00

9
00

避
難

率
0%

避
難

率
40

%
避

難
率

80
%

現
状

整
備

後
想

定
死
者

数

(人
)

4
7
,
0
6
0

0
0

1
0,

00
0

2
0,

00
0

3
0,

00
0

4
0,

00
0

5
0,

00
0

6
0,

00
0

7
0,

00
0

8
0,

00
0

9
0,

00
0

電
力

の
停

止
に
よ

る
影
響

人
口

現
状

整
備
後

(人
)

影
響
人

口

H2
2年

度
時
点

H5
2年

度
時
点

H2
2年

度
時
点

H5
2年

度
時
点
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事
業

に
お
け
る
コ
ス
ト
縮

減
（
掘

削
土

の
有

効
利

用
）

■
掘
削
箇
所

で
発
生
す
る
掘
削
土
に
つ
い
て
、
関
係
機
関
等
と
の
事
業
調
整
や
有
効
利
用
を
図
り
、
コ
ス
ト
縮
減
に
努
め
る
。

■
こ
れ
ま
で

に
施
工
済
み
の
高
潮
堤
防
整
備
や
堤
防
補
強
整
備
で
は
、
掘
削
土
仮
置
き
場
か
ら
約
4万

m3
（
10
tダ

ン
プ

約
0.
8万

台
分
）
を
流
用
し
、
購

入
土
使
用
と
比
較
し
て
費
用
を
縮
減
し
た
。
以
降
の
整
備
で
も
引
き
続
き
掘
削
土
の
有
効
利
用
を
進
め
る
。

■
建
設
現
場

の
生
産
性
向
上
を
目
指
し
て
、
小
田
川
合
流
点
付
替
え
に
お
い
て
は
、
測
量
、
出
来

形
評
価
、
完
了
検
査
な
ど
調
査
・
設
計
～
施
工
・
検

査
の
プ
ロ
セ
ス
全
体
で
積
極
的
に
IC
Tを

活
用
し
た
工
事
を
進
め
る
。

【
ﾄ
ﾞﾛ
ｰﾝ
に

よ
る

空
撮

】

【
ﾚ
ｰｻ

ﾞ
ｰｽ

ｷ
ｬﾅ

ｰに
よ

る
計

測
】

【
3次

元
地
形

ﾃﾞ
ｰﾀ
の

作
成
】

出
来

形
合

否
評

価

完
了

検
査

電
子

で
机
上

検
査
を
実

施
実
地
検
査
は
3次

元
デ
ー
タ
の
設
計
面
と

実
測
値
（
GN
DD
ロ
ー
バ
ー
、
TS
）
を
比
較

IC
Tの

活
用
イ
メ
ー
ジ

3
次

元
起

工
測

量

基
準

地
点

船
穂

H2
9.
3時

点
施
工
済
み

【
高

潮
①

】

※
 1
0t
ダ
ン
プ
：
5m

3 と
し
て
換
算

掘
削

土
仮

置
き

場

掘
削

土
の
有

効
利

用

IC
T 

(In
fo

rm
at

io
n 

an
d 

C
om

m
un

ic
at

io
n 

Te
ch

no
lo

gy
)：

情
報

通
信

技
術

掘
削
土
の
有
効
利
用
イ
メ
ー
ジ
図

土
砂
採
取
（
仮
置
き
場
）

土
砂
運
搬

流
用
土
搬
入
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参
考

：
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

の
前

回
評

価
時

と
の
比

較


前

回
評

価
時

と
の

比
較

前
々
回
評
価

(H
25
.1
2評

価
)

前
回
評
価

（
H2
8.
9評

価
）

今
回
評
価

備
考

事
業
諸
元

築
堤
、
河
床
掘
削
、

護
岸
、
小
田
川
合

流
点
付
替
え
、
笠

井
堰
改
築

同
左

同
左

事
業
期
間

平
成
23
年
～
平
成

52
年
度
末
（
予

定
）
（
30
カ
年
）

同
左

同
左

総
事
業
費

約
82
1億

円

（
消
費
税
含
む
）

約
82
3億

円

（
消
費
税
含
む
）

約
84
6億

円

（
消
費
税
含
む
）

・
今
回
変
更
で
追
加
し
た
整
備
メ
ニ
ュ
ー
に
よ
る
事
業
費
増

総
便
益

(Ｂ
)

約
19
,3
95
億
円

（
消
費
税
含
む
）

同
左
（
※
3）

約
17
,6
77
億
円

（
消
費
税
控
除
）

・
整
備
メ
ニ
ュ
ー
追
加
に
伴
う
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
見
直
し

・
資
産
デ
ー
タ
の
更
新

事
業
所
デ
ー
タ
（
H2
1⇒

H2
4）

土
地
利
用
デ
ー
タ
（
H2
1⇒

H2
6）

延
べ
床
面
積
デ
ー
タ
（
H1
7⇒

H2
2）

・
各
種
資
産
評
価
単
価
の
更
新
（
H2
5.
2⇒

H2
9.
2）

・
消
費
税
控
除
（
※
1）

総
費
用

（
Ｃ
）

約
58
2億

円

（
消
費
税
含
む
）

同
左
（
※
3）

約
63
2億

円

（
消
費
税
控
除
）

・
今
回
変
更
で
追
加
し
た
整
備
メ
ニ
ュ
ー
に
よ
る
事
業
費
増

・
消
費
税
控
除
（
※
2）

費
用
対
効
果

（
Ｂ
／
Ｃ
）

33
.3

同
左
（
※
3）

27
.9

※
1
：
「
各

種
資

産
評

価
単

価
及

び
デ

フ
レ

ー
タ

ー
（
平

成
2
9
年

2
月

改
正

）
」
に

合
わ

せ
て

消
費

税
を

控
除

※
2
：
平

成
2
8
年

4
月

5
日

事
務

連
絡

「
費

用
便

益
分

析
の

費
用

算
定

に
お

け
る

消
費

税
の

取
り

扱
い

に
つ

い
て

（
通

知
）
」
に

基
づ

き
消

費
税

を
控

除
※

3
：
前

回
評

価
（
H

2
8
.9

）
は

、
要

点
審

議
の

た
め

費
用

便
益

分
析

を
実

施
し

て
い

な
い

た
め

、
前

々
回

評
価

（
H

25
.1

2
）
を

記
載
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高
梁

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
（

小
田

川
合

流
点

付
替

え
）

の
費

用
対

効
果

分
析

に
つ

い
て
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１
．
再
評
価
の
視
点

①
事

業
の

必
要

性
等

②
事

業
の

進
捗

の
見

込
み

③
コ

ス
ト

縮
減

や
代

替
案

立
案

等
の

可
能

性

1
)
事

業
を

巡
る

社
会

経
済

情
勢

等
の

変
化

2
)
事

業
の

投
資

効
果

3
)
事

業
の

進
捗

状
況

○
倉
敷
大
橋
、
新
総
社
大
橋
が
平
成
28
年
度
に
供
用
開
始
、
倉
敷
み
な
と
大
橋
が
平
成
29
年
3月

に
供
用
開
始
と
な
り
、
利
便
性
が
増
し
て
今

後
さ
ら
に
宅
地
化
が
進
む
可
能
性
が
あ
る
。

○
小
田
川
流
域
に
お
い
て
、
平
成
10
年
10
月
、
平
成
18
年
7月

、
平
成
23
年
9月

等
に
洪
水
被
害
を
受
け
て
い
る
。

○
沿
川
の
関
係
市
は
「
高
梁
川
改
修
促
進
協
議
会
」
を
組
織
し
、
治
水
対
策
の
促
進
を
強
く
要
望
し
て
い
る
。

○
費
用
便
益
比
（
平
成
28
年
度
評
価
時
点
）

全
体
事
業
（
B/
C）

=7
.5

残
事
業
（
B/
C）

=8
.2

○
平
成
22
年
10
月
14
日
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
（
国
管
理
区
間
）
策
定
。
平
成
29
年
6月

26
日
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
（
国
管
理
区

間
）
変
更
。

○
平
成
26
年
度
よ
り
事
業
着
手
し
、
関
係
機
関
と
協
力
連
携
し
地
元
調
整
等
を
行
っ
て
い
る
。

○
小
田
川
合
流
点
付
替
え
で
影
響
を
受
け
る
柳
井
原
地
区
で
は
、
地
元
住
民
代
表
者
が
「
小
田
川
放
流
対
策
協
議
会
」
を
設
立
し
、
国
と
の
協

議
を
組
織
的
に
行
っ
て
い
る
状
況
で
あ
る
。

○
関
係
機
関
や
地
域
か
ら
の
要
望
、
協
力
体
制
も
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
も
円
滑
な
事
業
進
捗
が
見
込
ま
れ
る
。

【
今

後
の

対
応

方
針

】

○
高
梁
川
水
系
河
川
整
備
計
画
変
更
に
基
づ
き
、
事
業
継
続
す
る
こ
と
は
妥
当
と
考
え
る
。

○
新
技
術
・
新
工
法
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
関
係
機
関
等
と
の
事
業
調
整
、
建
設
発
生
土
の
有
効
利
用
を
図
り
、
コ
ス
ト
縮
減
に
努
め
る
。

高
梁

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

今
後

の
対

応
方

針

- 35 -



※
国

土
地

理
院

電
子

国
土

ポ
ー

タ
ル

W
eb

地
図

利
用

8
k

6
k

4
k

2
k

0
k

-
2k

合
流

点

付
替

え

築
堤

河
道

掘
削

等
柳

井
原

貯
水

池

倉
敷

市
街

地

倉
敷

市
真

備
町

N

付
替

え
後

の
合

流
点

現
在

の
合

流
点

-
3k-
1k

※
図

中
の

13
,4

00
m

3 /s
は

、
高

梁
川

本
川

の
治

水
計

画
に

お
い

て
目

標
と

し
て

い
る

流
量

で
す

。
ま

た
、

12
,0

00
m

3 /s
及

び
1,

40
0m

3 /s
は

、
そ

の
際

に
各

河
川

に
流

れ
る

流
量

で
す

。

1,
40

0m
3 /

s
現

在
の

合
流

点

付
替

え
後

の
合

流
点

現
状

水
位

現
状

水
位

堤
防

に
よ
っ
て
高

梁
川

と
小
田
川
を
分
離

付
替
え
後
の
水
面

形

付
替

後
水

位

水
位

低
下

（
約

５
ｍ

）

酒
津

地
点

酒
津

地
点

船
穂

地
点

■

付
替

え
前

（
現

状
）
の
水

面
形

柳
井

原
貯

水
池

水
位

低
下

（
約

０
．

４
ｍ

）

付
替

後
水

位

付
替
え
後
の
水
面

形
矢

形
橋

地
点

矢
形

橋
地

点

事
業

箇
所

岡
山

県
倉

敷
市

事
業
内
容

放
水
路
（
L=
3.
4k
m）

全
体
事
業
費

約
28
0億

円

事
業
面
積

10
7h
a

事
業
期
間

H2
6～

H4
0

小
田

川
合

流
点

付
替

え
の

効
果

イ
メ

ー
ジ

図

小
田

川
合

流
点

付
替

え
に

つ
い

て

■
高
梁
川
支

川
小
田
川
は
、
昭
和
47
年
や
昭
和
51
年
洪
水
で
浸
水
被
害
が
発
生
。
こ
の
た
め
高
梁
川
と
の
合
流
点
を
下
流
側
に
付
け
替
え
る
こ
と
に
よ
り
、

小
田
川
の

水
位
を
低
下
さ
せ
、
浸
水
被
害
の
解
消
を
図
る
。

■
ま
た
、
こ

の
対
策
に
よ
り
高
梁
川
の
治
水
対
策
上
重
要
な
酒
津
地
点
の
水
位
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
。

高
梁

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）
の
概

要
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0
.
00

0
.
05

0
.
10

0
.
15

0
.
20

0
.
25

0
.
30

0
.
35

1/
3

1
/
5

1/
1
0

1
/
3
0

1
/
50

1/
8
0

1
/
1
00

年
平
均

超
過
確

率

0

10
0
,0
0
0

20
0
,0
0
0

30
0
,0
0
0

40
0
,0
0
0

1/
3

1/
5

1/
1
0

1/
30

1/
50

1
/
80

1
/
10
0

被
害
額

（
百

万
円
）


計
画
規

模
1/
10
0年

確
率
（
支
川
小
田
川
）
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
）


年
平
均

被
害
軽
減
期
待
額
は
約
12
4億

円

①
便

益
の

算
出

方
法

発
生
頻
度

多
い

発
生
頻
度

少
な
い

被
害
小
さ

い

被
害
大
き

い

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

事
業

を
実
施
し

な
い
場

合
①

事
業

を
実
施
し

た
場
合

②

軽
減

額
③

=①
-②

被
害

額
（

百
万

円
）

区
間

平
均

被
害

額
④

区
間

確
率

⑤

年
平

均
被

害
額

④
×

⑤
年

超
過

確
率

年
平

均
被

害
額

の
累

計
=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

 
=
 
①

 
-
 
②

1
/
3

0
.
3
3
3

0
0

0
6
,
1
6
2

0
.
1
3
3

8
2
2

8
2
2

1
/
5

0
.
2
0
0

1
2
,
3
2
5

0
1
2
,
3
2
5

2
6
,
7
1
4

0
.
1
0
0

2
,
6
7
1

3
,
4
9
3

1
/
1
0

0
.
1
0
0

4
1
,
1
0
3

0
4
1
,
1
0
3

8
7
,
0
3
3

0
.
0
6
7

5
,
8
0
2

9
,
2
9
5

1
/
3
0

0
.
0
3
3

1
9
1
,
3
1
1

5
8
,
3
4
8

1
3
2
,
9
6
3

1
4
1
,
5
5
2

0
.
0
1
3

1
,
8
8
7

1
1
,
1
8
3

1
/
5
0

0
.
0
2
0

2
3
9
,
3
9
2

8
9
,
2
5
1

1
5
0
,
1
4
1

1
2
5
,
6
9
1

0
.
0
0
8

9
4
3

1
2
,
1
2
5

1
/
8
0

0
.
0
1
3

2
8
6
,
1
0
5

1
8
4
,
8
6
4

1
0
1
,
2
4
1

9
8
,
4
6
4

0
.
0
0
3

2
4
6

1
2
,
3
7
1

1
/
1
0
0

0
.
0
1
0

3
3
9
,
6
5
1

2
4
3
,
9
6
4

9
5
,
6
8
7
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-
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0

-
15

0

-
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0

-
500

5
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

H
2
6

H
3
1

H
3
6

H
4
1

H
4
6

H
5
1

H
5
6

H
6
1

H
6
6

H
7
1

H
7
6

H
8
1

H
8
6

（
億

円
）

5
0

4
0

3
0

2
0

1
00

H
2
6

H
3
1

H
3
6

H
4
1

H
4
6

H
5
1

H
5
6

H
6
1

H
6
6

H
7
1

H
7
6

H
8
1

H
8
6

年
次

便
益

（
各

年
度

価
格

）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

）

便
益

（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）


便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る
便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(４

％
)で

割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定


費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
社
会
的
割
引
率
（
４
％
）
に
よ
っ
て
割
り
引
い
た

上
で
集
計
し
、
現
在
価
値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出
項

目
全

体
事

業

便
益
(B
1
)

1
,6
6
0 
億
円

残
存
価
値
(B
2)

10
 億

円

総
便
益
(B
1+

B2
)

1
,6
7
0 
億
円

事
業
費
(C
1)

21
4 
億
円

維
持
管
理
費
(C
2)

7
 億

円

総
費
用
(C
1+

C2
)

2
21
 億

円

便
益

比
7
.
5

維
持

管
理

費
拡

大
図

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

基
準
年
度
：
平
成
2
8年

度

3210

費用（C）

維持管理費

（
億

円
）

全
事

業
対

象
期

間
1
5
年

全
事

業
対

象
期

間
5
0
年

便
益

（
現

在
価

値
化

）
：

1
,6

6
0
億

円

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
：

2
1
4
億

円

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
：

7
億

円

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）
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浸
水

被
害

の
解

消

高 梁 川

小
田

川

小
田

川
合

流
点

付
替

え

高 梁 川

小
田

川

（
例
）
昭

和
47
年
7月

洪
水
（
矢
形
橋
地
点
で
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
を
対
象
に
し
た
被
害
の
軽
減
状
況

事
業
実
施
前
（
H2
5年

度
時
点
）

事
業
実
施

後
（
H4
0年

度
時
点
）

※
小

田
川

か
ら

の
氾

濫
に

よ
る

被
害

浸
水
世
帯
数

3
,5
45
世
帯

浸
水

面
積

80
8h

a

被
害
額

1
,6
7
8億

円

浸
水

世
帯
数

0世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害
額

0億
円

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

【
凡

例
】 0.

5m
未

満

0.
5～

1.
0m

未
満

1.
0～

2.
0m

未
満

2.
0～

5.
0m

未
満

5.
0m

以
上
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0
.
00

0
.
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0
.
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0
.
15

0
.
20

0
.
25

0
.
30

0
.
35

1/
3

1
/
5

1/
1
0

1
/
3
0

1
/
50

1/
8
0

1
/
1
00

年
平
均

超
過
確

率

0

10
0
,0
0
0

20
0
,0
0
0

30
0
,0
0
0

40
0
,0
0
0

1/
3

1/
5

1/
1
0

1/
30

1/
50

1
/
80

1
/
10
0

被
害
額

（
百

万
円
）

①
便

益
の

算
出

方
法

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）


計
画
規

模
1/
10
0年

確
率
（
支
川
小
田
川
）
を
最
大
と
し
て
検
討
（
1/
3年

,1
/5
年
,1
/1
0年

,1
/3
0年

,1
/5
0年

,1
/8
0年

,1
/1
00
年
）


年
平
均

被
害
軽
減
期
待
額
は
約
12
4億

円

発
生
頻
度

多
い

発
生
頻
度

少
な
い

被
害
小
さ

い

被
害
大
き

い

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業

を
実
施
し

な
い
場

合
①

事
業

を
実
施
し

た
場
合

②

軽
減

額
③

=①
-②

被
害

額
（

百
万

円
）

区
間

平
均

被
害

額
④

区
間

確
率

⑤

年
平

均
被

害
額

④
×

⑤
年

超
過

確
率

年
平

均
被

害
額

の
累

計
=
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
（

百
万

円
）

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

 
=
 
①

 
-
 
②

1
/
3

0
.
3
3
3

0
0

0
6
,
1
6
2

0
.
1
3
3

8
2
2

8
2
2

1
/
5

0
.
2
0
0

1
2
,
3
2
5

0
1
2
,
3
2
5

2
6
,
7
1
4

0
.
1
0
0

2
,
6
7
1

3
,
4
9
3

1
/
1
0

0
.
1
0
0

4
1
,
1
0
3

0
4
1
,
1
0
3

8
7
,
0
3
3

0
.
0
6
7

5
,
8
0
2

9
,
2
9
5

1
/
3
0

0
.
0
3
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9
1
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3
1
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4
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3
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1
4
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5
5
2

0
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0
1
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1
,
8
8
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1
1
,
1
8
3

1
/
5
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0
2
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3
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,
3
9
2
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9
,
2
5
1

1
5
0
,
1
4
1

1
2
5
,
6
9
1

0
.
0
0
8

9
4
3

1
2
,
1
2
5

1
/
8
0

0
.
0
1
3

2
8
6
,
1
0
5

1
8
4
,
8
6
4

1
0
1
,
2
4
1

9
8
,
4
6
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0
.
0
0
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6
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H
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（
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円
）

被害軽減期待額

5
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4
0

3
0

2
0

1
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H
2
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H
3
3

H
3
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H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

H
8
3

H
8
8

年
次

便
益

（
各

年
度

価
格

）

事
業

費
（
各

年
度

価
格

）

維
持

管
理

費
（
各

年
度

価
格

）

便
益

（
現

在
価

値
化

）

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）

維
持

管
理

費
拡

大
図


便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る
便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(４

％
)で

割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定


費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
社
会
的
割
引
率
（
４
％
）
に
よ
っ
て
割
り
引
い
た

上
で
集
計
し
、
現
在
価
値
化

②
費

用
便

益
比

（
B
/
C
）

の
算

出
項

目
残

事
業

便
益
(B
1
)

1
,6
6
0 
億
円

残
存
価
値
(B
2)

9 
億
円

総
便
益
(B
1+

B2
)

1
,6
6
9 
億
円

事
業
費
(C
1)

19
5 
億
円

維
持
管
理
費
(C
2)

7 
億
円

総
費
用
(C
1+

C2
)

2
02
 億

円

便
益

比
8
.
2

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

基
準
年
度
：
平
成
2
8年

度

3210

費用（C）

維持管理費

（
億

円
）

残
事

業
対

象
期

間
1
2
年

残
事

業
対

象
期

間
5
0
年

便
益

（
現

在
価

値
化

）
：

1
,6

6
0
億

円

事
業

費
（
現

在
価

値
化

）
：

1
9
5
億

円

維
持

管
理

費
（
現

在
価

値
化

）
：

7
億

円

便益（B)

（年平均被害軽減期待額）

費用（C)

（事業費+維持管理費）
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浸
水

被
害

の
解

消

高 梁 川

小
田

川

小
田

川
合

流
点

付
替

え

高 梁 川

小
田

川

（
例
）
昭

和
47
年
7月

洪
水
（
矢
形
橋
地
点
で
年
超
過
確
率
1/
20
程
度
）
を
対
象
に
し
た
被
害
の
軽
減
状
況

事
業
実
施
前
（
H2
8年

度
時
点
）

事
業
実
施

後
（
H4
0年

度
時
点
）

※
小

田
川

か
ら

の
氾

濫
に

よ
る

被
害

浸
水
世
帯
数

3
,5
45
世
帯

浸
水

面
積

80
8h

a

被
害
額

1
,6
7
8億

円

浸
水

世
帯
数

0世
帯

浸
水

面
積

0
h
a

被
害
額

0億
円

残
事

業
の
費

用
対

効
果

分
析

（
小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

【
凡

例
】 0.

5m
未

満

0.
5～

1.
0m

未
満

1.
0～

2.
0m

未
満

2.
0～

5.
0m

未
満

5.
0m

以
上
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■
「
水
害
の

被
害
指
標
分
析
の
手
引
き
」
に
準
じ
て
小
田
川
合
流
点
付
替
え
に
よ
る
「
人
的
被
害
」
と
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被
害
」

の
軽
減
効
果
を
算
定

■
対
象
洪
水

は
、
戦
後
最
大
規
模
の
昭
和
47
年
7月

実
績
規
模
の
洪
水
に
対
し
て
評
価
を
実
施

■
戦
後
最
大

規
模
の
昭
和
47
年
7月

実
績
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
、
小
田
川
流
域
で
想
定
死
者
数
が
10
1人

（
避
難
率
40
%）

、
電
力
の
停
止
に
よ

る
影
響
人
口
が
8,
10
5人

と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業
実
施
に
よ
り
解
消
さ
れ
る
。

「
想

定
死

者
数

」
の

考
え

方
浸

水
に

よ
る

想
定

死
者

数
を

避
難

率
別

に
推

計
す

る
。

・計
算

メ
ッ

シ
ュ

毎
に

、
年

齢
別

（6
5
歳

以
上

、
未

満
）、

居
住

す
る

住
宅

の
階

数
別

（1
階

、
2
階

、
3
階

以
上

）に
分

類
し

た
人

口
に

危
険

度
を

乗
じ

た
値

の
総

和
か

ら
想

定
死

者
数

を
算

出
す

る
。

・既
往

水
害

に
お

け
る

避
難

率
は

大
き

な
幅

が
あ

る
た

め
、
避

難
率

は
0
%
、
4
0
%
、
8
0
%

の
3
つ

の
ケ

ー
ス

を
設

定
す

る
。

想
定

死
者

数

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）

浸
水

深

2
.3

m
未

満

2
.3

～
5
.0

m
未

満

(1
階

危
険

水
位

)

5
.0

～
7
.7

m
未

満

(2
階

危
険

水
位

)

7
.7

m
以

上

「
電

力
が

停
止

す
る

浸
水

深
」の

考
え

方
浸

水
に

よ
り

停
電

が
発

生
す

る
住

宅
等

の
居

住
者

数
を

推
計

す
る

。

・浸
水

深
7
0
㎝

で
コ

ン
セ

ン
ト
（床

高
5
0
㎝

＋
コ

ン
セ

ン
ト
設

置
高

2
0
㎝

）に
達

し
、
屋

内
配

線
が

停
電

す
る

。

・浸
水

深
1
0
0
㎝

以
上

で
、
地

上
に

設
置

さ
れ

た
受

変
電

設
備

（6
,6

0
0
V
 等

の
高

圧
で

受
電

し
た

電
気

を
使

用
に

適
し

た
電

圧
ま

で
降

下
さ

せ
る

設
備

）及
び

地
中

線
と

接
続

さ
れ

た
路

上
開

閉
器

が
浸

水
す

る
た

め
、
集

合
住

宅
等

の
棟

全
体

が
停

電
す

る
場

合
が

あ
る

。

・浸
水

深
3
4
0
cm

以
上

で
、
受

変
電

設
備

等
の

浸
水

に
よ

り
、
棟

全
体

が
停

電
と

な
ら

な
い

集
合

住
宅

に
お

い
て

は
、
浸

水
深

に
応

じ
て

階
数

毎
に

停
電

が
発

生
す

る
。

電
力

の
停

止
に

よ
る

影
響

人
口

昭
和

4
7
年

7
月

実
績

規
模

の
洪

水
に

お
け

る
想

定
死

者
数

昭
和

4
7
年

7
月

実
績

規
模

の
洪

水
に

お
け

る
電

力
の

停
止

に
よ

る
影

響
人

数

浸
水

深

0
.7

m
未

満

0
.7

～
1
m

未
満

1
～

3
.4

m
未

満

3
.4

～
5
m

未
満

5
m

以
上

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）

浸
水

面
積

8
0
8
h
a

浸
水

面
積

0
h
a

浸
水

面
積

8
0
8
h
a

浸
水

面
積

0
h
a

参
考

：
貨

幣
換

算
が
困

難
な
効

果
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に
よ
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評

価
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小

田
川

合
流

点
付

替
え
）

16
8

1
01
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,0

00

6
,0

00

7
,0

00

8
,0

00

9
,0

00

電
力
の
停

止
に
よ

る
影

響
人
口

現
状

整
備
後

(
人

)

影
響

人
口

H2
5年

度
時
点

H4
0年

度
時
点

H2
5年

度
時
点

H4
0年

度
時
点
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参
考

：
小

田
川

合
流

点
付

替
え
の
前

回
評

価
時

と
の
比

較


前

回
評

価
時

と
の

比
較

新
規
事
業
採
択

時
評
価

（
H2
6.
3報

告
）

前
回
評
価

（
H2
8.
9評

価
）

今
回
評
価

備
考

事
業
諸
元

小
田
川
合
流
点
付
替
え

同
左

同
左

事
業
期
間

平
成
26
年
～
平
成
40
年
度

末
（
予
定
）
（
15
カ
年
）

同
左

同
左

総
事
業
費

約
28
0億

円

（
消
費
税
含
む
）

同
左
（
※
3）

同
左

総
便
益

(Ｂ
)

約
1,
34
0億

円

（
消
費
税
含
む
）

同
左
（
※
3）

約
1,
67
0億

円

（
消
費
税
控
除
）

・
資
産
デ
ー
タ
の
更
新

事
業
所
デ
ー
タ
（
H2
1⇒

H2
4）

土
地
利
用
デ
ー
タ
（
H2
1⇒

H2
6）

延
べ
床
面
積
デ
ー
タ
（
H1
7⇒

H2
2）

・
各
種
資
産
評
価
単
価
の
更
新

（
H2
5.
2⇒

H2
9.
2）

・
消
費
税
控
除
（
※
1）

総
費
用

（
Ｃ
）

約
20
8億

円

（
消
費
税
含

む
）

同
左
（
※
3）

約
22
1億

円

（
消
費
税
控
除
）

・
消
費
税
控
除
（
※
2）

費
用
対
効

果
（
Ｂ
／
Ｃ
）

6.
4

同
左
（
※
3）

7.
5

※
1
：
「
各

種
資

産
評

価
単

価
及

び
デ

フ
レ

ー
タ

ー
（
平

成
2
9
年

2
月

改
正

）
」
に

合
わ

せ
て

消
費

税
を

控
除

※
2
：
平

成
2
8
年

4
月

5
日

事
務

連
絡

「
費

用
便

益
分

析
の

費
用

算
定

に
お

け
る

消
費

税
の

取
り

扱
い

に
つ

い
て

（
通

知
）
」
に

基
づ

き
消

費
税

を
控

除
※

3
：
前

回
評

価
（
H

2
8
.9

）
は

、
要

点
審

議
の

た
め

費
用

便
益

分
析

を
実

施
し

て
い

な
い

た
め

、
新

規
事

業
採

択
時

評
価

（
H

2
6
.3

）
を

記
載
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費
用
対
効
果
の
分
析
（
不
特
定
込
み
）

参
考

：
高

梁
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

（
感

度
分

析
）

◆
残
事
業
費
、
残
工
期
、
資
産
を
個
別
に
±
10
%変

動
さ
せ
て
、
費
用
対
便
益
比
（
B/
C）

を
算
定
し
、
感
度
分
析
を
行
っ
た
。

事
業
名

区
分

高
梁
川
直
轄
河
川
改
修
事
業
の
費
用
便
益
比
（
Ｂ
／
Ｃ
）

基
本

残
事
業
費

残
工
期

資
産

+1
0%

-1
0%

+1
0%

-1
0%

+1
0%

-1
0%

高
梁
川
直
轄
河
川
改
修
事
業

全
体
事
業

27
.9

26
.1

30
.0

27
.8

28
.3

30
.6

25
.2

残
事
業

33
.3

30
.5

36
.8

33
.3

33
.8

36
.6

30
.1

当
面
7年

間
の
事
業

10
.6

9.
7

11
.7

10
.6

10
.5

11
.6

9.
5

小
田
川
合
流
点
付
替
え

全
体
事
業

7.
5

6.
9

8.
2

7.
3

7.
7

8.
2

6.
8

残
事
業

8.
2 

7.
5

9.
1

8.
0

8.
4

9.
0

7.
4
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